
特集/第1回日韓共同セミナー

レーヨン工場の
二硫化炭素中毒
韓国:源進レーヨン一日本からの中古機械で
認定患者だけで300人以上の被災者が発生

93年 10月23.24日にソウルで開催された 第 1回

労働と健康に閲する日韓共同セミナーJの続報。

二硫化炭素中毒に関するセッションでは、3名の報

告が行われ、また、「源進レーヨン職業病解決を促

す韓日共同声明 J(13頁に掲載)を探択した。

認定患者だけで282名もの二硫化炭素中毒患者

を出した韓国の甑進レーヨンのプラントが、日本

から輸入したものであることからも、日韓の労災

織業病問題に取り組む者の共通の関心事でなけれ

ばならないが、韓国側の2名の報告を読んでいただ

ければ問題の概要を理解できると思う。

それだけでなく、実は、二硫化炭素中器は日本

においても決して過去の問題ではなく、昨年3月19

日付けで基安発第8号の2労働省労働基準局安全衛
生部長通達「レーヨン製造工程における労働荷生

管理の徹底について」が出され、次のようにいっ

ている(京都・兵庫-島根-岡山・山口・徳島・愛媛・熊

本 宮崎の各労働基準局長に宛てたもの)。

「レーヨン製造工程における二硫化炭素中母の予

防については、有機溶剤l中毒予防規則によるほか、

昭和61年1月6日付け基安発第号r二硫化炭素中毒

の予防対策の徹底について』等により対策の徹底

を図ってきたところである。

しかしながら、最近、 一部事業場において新た

に労働者に二硫化炭素中毒が発生する事例があっ

たことから、さらに重点的な予防対策を講ずるこ

ととし、本省においては、日本化学繊維協会長あ

て別添(略)のとおり要請したところである。」

これは、 92年の、暴露期間30年と 33年の2名の新

たな認定警者発生を踏まえたものであり、 88~92

年度の5年間て台前名の認定患者が発生している

という。現在、日本で操業中のレーヨン製造事業

場は、 10社 11工場で、原因報告で紹介されている

83年当時の16工場(9頁-表1参照)よりもさらに減

っている。操業を中止したプラントの行方や日本

企業の海外での操業実態等も気にかかる。

今回のセミナーを、あらためて二硫化炭素中毒

等の問題に取り組む契機としていきたい。

一方、 既報のとおり、源進レーヨンの問題につ

いては、セミナー直後の11月10日付けで、会社と

労働組合の間で合意書が締結された(合意書全文

を ・22頁に掲魁)。その後の状況について、次の

ような知らせが届けられている(93年12月7日) 。

① 月9日以降の源進労組の闘争方針

以降、漉進闘争は、再就業闘争と職業病の早期

発見、早期治療のための闘争を進める。そのため

に、闘争期間の聞に訓練された労働者、再就業希

望者、職業病自覚症状者または職業病検診希望者

を中心として組織改編を断行する。(組織調理造は、

既存の非常対策委体形を維持、職業病と再就業の

2つの軸で運営する。源進労組は現行法上労組では

なくなっている。 )組織再編の中で、賞東娘委員長

から朴インド氏が委員長に選出された。

②源進労組幹部弾圧について

諒進レーヨン闘争を通じて20名が立件され、 3名

が拘束されている(学生 ) 0 3名については現在裁判

が進行しており、このうち1名は5年の求刑がされ

た。立件された 0名の人たちは、 学生が6名、労組

は黄東娘、朴インド氏など12名であり、すぐに調

査が着手される予定、支援対策委は朴賢緒、宇卜武

源進レーヨン労組の集会li

永氏の2名(セミナーで司会をされている)が立件

された状態で、調査後に正式裁判がすぐに始まる

ものと予想される(実刑が下される可能性が高い)

③その他の事項

-額進闘争を白書として発刊する。

.93年 12月6日に源進労働者の中から新しい職業

病患者32名が発見され、総職業病患者は315(314

?)名になった。

.94年地下鉄2期就業と、 95年九里市農水産物再就

業闘争を準備している。

-職業病予想者の組織事業を準備。

-二硫化炭素中毒者の検診機関は、高麗大病院、

慶序式病院に拡大された。

この甑進レーヨン職業病問題については、実情

を日本でも広く知らせ、カンパや共同研究 ・検診

等を通じて協力していきたい。ぜひ御協力をお願

いしたい(*カンパは、郵便握替口座「東京 -

545940全国安全センター」を利用し、必ず、払込

用紙の裏面備考欄に「諒進レーヨン職業 町 11胃

病支援カンパ」とお書きください)。 ill掴
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源進レーヨン職業病の
実態と問題点
チェ・スギョン
鶴自 ～i豊レーヨン労働組合産業安全部長

韓国の労働災害(産業災害)発生率は世界1位で、

「労災王国」、「職期商博物館」と呼ばれるほど深刻

であり、その深刻さは額進レーヨン職業病の惨状

に代表的に現われている。レーヨン(人絹糸)製造

工場で使用している二硫化炭素による中毒患者

は、 1993年9月末現在、労働部(労働省)が認定した

患者だけで282名にものぼり、その後も継続的に発

生することが予想されている。経済発展という美

名のもとに30年間あまり、凄惨な職業環境の中で

労働を強要されながら死んだり、隊筈を負った労

働者は、政府統計によっても 260万人にのぼる現実

をみるとき、諒進(ウォンジン)レーヨンの職業病

の惨状は、韓国の産業社会の凄惨で残酷な労働の

現実を端的にみせてくれる事例であるといえよ

う。

諒進レーヨンの惨状は、労働災害に対する対策

が何もなされずにきた高度成長がどのような結果

を生むかについてのいい教訓だと思う。労働災害

の根本的な予防と対策のためには、労働者の生命

を軽視する風潮をなくさなければならないし、労

働者自身も自らの健康と生命を守るためには、労

働災害予防と作業環境の改善に先頭をきって進ま

なければ、どれほどよい労働災害予防法をかち取

っても役にたたない。

1 職業病大量発生の根本原因

諒進レーヨン職業病発生の根本原因は、日本で

問題を起こした機械を何の対策もなしに紛入して

きたことである。しかし、 何よりも利益だけを考

え労働者を機械の部品のように考えて軽視する風

土の中で、最小限の安全設備も全くない状態で、

無理に1日12時間から 18時間の長時間労働を強行

した事業主と、これを知りつつ目をっぷり、致命

的な有毒ガヌの許容基準値を無理に200011に定め

た関係当局の責任をあげなければならない。また、

問題が出てくるたびにすかしなだめようとする机

上空論式の行政も責任が大きい。労働部の一線担

当者も二硫化炭素が人体にどのような影響を与え

るのかもよく知らず、ましてや有害物質について

の教育を受けることができない労働者は、職業病

になったとしてもそれが聴業病であるのかどうか

さえ知りえない現実であった。また、会社は毎年

実施するはずの健康検診も正しく実施せず、その

費用を惜しんで健康な労働者と新入労働者だけを

選んで健康検診を実施するなど、問題を悪化させ

働しなかった。

～進レーヨン労働組合産業安全昔日長 チエ ・スギヨン つ)氏

て今日の結果を招いた。

(1 ) 過去の作業環績と健康管理実施

作業環境管理において重要なことは、作業環境

の水準がどの程度なのかを測定し把握することで

ある。しかし、過去、作業環境測定は、作業環境

測定日を事前に測定会社に知らせてやり、平常問

題になる部分は掃除してガスを除去させるなど、

平常時の作業環境とかけはなれた違う環境で測定

されることにより、形式的になされた。したがっ

て、このような作業環境測定は、労働者の健康よ

りも法の網を逃れようとする目的のものであり、

作業環境改善には何ら意味がなかった。

( 2 )殺人的なガス許容基準値

法定ガス許容基準値が、 1987年4月に200聞から

1000mに下向調整されたが、形式的な作業環境潤定

の前では、労働者の健康保護に何ら役割をなすこ

とがて'きなかった。 m前も見えないほどにガスが

たちこめた状態であったし、紡糸機の戸を聞ける

と "'8 00聞が発生するほどであった。また、労働

者をガスから保護する何らかの個人装置はもちろ

ん、基本的に備え付けられた換気扇もその都度稼

( 3 )形式的な安全管理

毎年定期的に実施する精密検診は形式的に実施

され、 二硫化炭素が人体にどのような影響を及ぽ

すかについての教育もなされず、安全管理教育者

もいなかった。また、緊急状況発生時の被災者救

出などの基本的方法も対策も何もなかった。 1987

年4月、二硫化炭素許容基準値が100011に下向調整

されて、購入することにした防毒マスク等個人装

備を1年4か月がすぎてから、絶対に必要な数の3分

のlのみ購入するなど、それも仕方なく購入し、ガ

スを取り除くフィルターも1日l個が必要なのに1

か月に1個だけを支給した。

2 二硫化炭素中毒の状況

(1 ) 韓国の二硫化炭素中毒患者の発生は、 1981年

7月に最初に発生した後、 1993年9月末現在、政府

から認定された患者は282名であり、ひとつの疾病

だけが発見され職業病に認定されない患者が54名

にのぼっている。また、職業病か否かに関する精

密検診の結果中毒ではないとされた 104名は、現在

も自覚症状を引き続き訴えている。職業病患者と

確認された 282名のうち、退職後発見された患者が

全患者の 0 %に達している。分類別にみれば、現

職時定期検診者、疫学調査者、特殊検診者に区別

される。また、 282名中には、精密検診の結果中毒

ではないとされた者のうち、一定期間の後に再検

診した結果、中毒患者と判明した 18名も含まれる。

この18名は、再検診者の6 8 % にあたり、一層衝撃

を与えている。一言でいって、源進レーヨンは人

絹糸の製造工場ではなく、厳業病の製造工場であ

った。

( 2 )源進レーヨン現職者は818名になるが、前・現

職労働者を合わせてみれば13.500余名に逮してい
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海道レヨンのエti

る。これらのうち、疫学調査を合わせても、健診

を受けた労働者は前・現職労働者全体の10 %を少

し上回る程度であり、これから労働者全員が健診

すれば中縁者の数はますます増えるだろうと予想

される。

3 源進レーヨン職業病認定闘争

1 ) 源進レーヨン職業病認定闘争は、 988年に個

別的に行われたが、組織的に取り組まれるように

なったのは 988年7月からである。会社と政府は、

数0年間、作業環境事』怠己録数値を裡造して職業

病の発生をごまかすことができたが、腐食する機

械と病に陥っていく労働者の健康は隠すことがで

きなかった。職業病を隠諒するために、職業病の

症状がみられる労働者を事前に解雇し捨て去るこ

とで、職業病を隠献し続けてきたが、 職業病の症

状をみせる患者の集団的な発生と患者に対する一

方的な治療の終結は、患者たちを団結させ、組織

的な闘争を組む動機となった。

(2)源進レーヨン職業病闘争は、労働者の現実に

対する苦痛の表現であった。 1988年7月、初めての

職業病認定闘争を皮きりに、 990年源進労協闘争、

99年故金ポンファム氏の職業病認定闘争、 992

年職業病認定基準改定闘争など、今日まで6年間あ

まりの期間、労働者は会社と政府を相手に6次の職

業病認定闘争を繰り広げてきた。

結局、源進闘争は、韓国産業社会の政府と使用

主が、労働災害政策にどれだけどんぶり勘定式で

あり、無関心であったかを赤裸々に暴露する契機

となったが、労働災害の深刻性に対する国民共感

帯を形成するのに決定的な役割を果たした。また、

どれほどよい制度と合意書があっても、労働者自

身が自らを守る力がなければ、労働法の中にある

法規にすぎず、ただの紙きれに過ぎないことを教

えてくれた教訓の時期でもあった。

(3)源進闘争は、心のやさしい政府と会社がつく

ってくれた成果物ではなかった。 6年あまりの問、

・政府と会社に対する14次の告訴、告発や拘束、解

雇などにより、 42名が直接的な弾圧を受け、その

弾圧は現在も続いている。この弾圧の強度は、労

働者の団結が弱まれば高くなるもので、弾圧の強

度の差はあっても労働災害問題が解決するまでは

持続されることをわれわれはよく知っている。

4 現在の状況とわれわれの要求

労働者が食べて生きていくために、たとえ労働

力は提供したとしても自らの健康や生命、未来に

対する就業権までは売りはしなかった。しかし現

実は、より多くの生産のために、司喋主は労働者

の健康と生命を要求している。そして1993年5月6

日、会社の休業措置に続き、 7月8日には産業政策

審議会で、労働者の意見は一言も聞かず、一方的

な廃業決定を下してしまった。結局、 800余名の現

職労働者は突然にして失業者となり、何の対策も

ないまま路頭に迷っている。海進問題について、

どこの誰ひとりとして責任を持とうとせず、仕方

なく形式的な協議を行うだけである。

(1 ) 廃業に伴うわれわれの要求事項

労働者の要求事項は、廃業以降発生する職業病

患者の問題、諒進職業病患者を専門的に治療する

専門病院の建設問題、職業病患者を初期に発見し

治療することができるよう、毎年の定期検診の問

題、廃業に伴う現職者の再就業など4つに分けられ

る。これらの問題について、40次にわたり交渉を

進行中であるが、まだ決着がつかないでいる。

2)廃業以降の職業病発生省問題と現職者の雇用

問題

① 医学的な患者と法律的な患者

現在、政府から認定された職業病患者は総数282

名であり、このうち退職後に発見された職業病患

者が6 6 %の186人、現職で発見された患者3 4 % 。ま

た、精密検診で無中患者とされた者のうち一定期

聞が過ぎた後に再検診の結果で職業病患者と確認

された者が6 8 % 。職業病がひとつだけ発見され、

日に日に悪化しているのに治療さえ受けられずに

いる54名の患者を考えるとき、源進レーヨン前・

現職労働者13.5 0余名全員を今後精密検診すれ

ば、職業病患者はこれからも継続的に発生するだ

ろう。甑進職業病対策協議会では、 これから発生

する職業病患者の数を暫定的に、少なくとも750名

と予想している。

② 廃業以降の毎年定期検診

二硫化炭素中毒が現代の医学では治療が不可能

である点を考えると、早期発見、早期治療の他に

方法がない。また、勤務に1年2か月就いていただ

けでで中毒になった患者のいること、退臓労働者

の平均勤務年数が4年6か月である点、精密検診結

果で無中毒者とされた者のうち再健診で6 8 %が中

毒患者と確認される事実。そして、退職後発見さ

れた患者のうち、 年ぐらい後に発見されたり、

はなはだしくは23年後に職業病が見つかった者も

いる点から見ても、現在なすことができる方法は、

毎年定期検診を実施して患者の身体がもっと悪く

なる前に保護して治療する方法しかない。

③鳴難病専門病院の設立

緊急)入院治療をしなければばならない二硫化炭

.索中毒患者が 余名に達しているが、二硫化炭素

中毒患者に与えられたベッドは2つしかなく、他の

患者は通院治療している実情である。結局、権ギ

ヨンリヨン氏、高チョンジャ氏などのように、職

業病の苦痛に耐えきれず自殺する患者が発生して

いる実情だ。そして、中海患者の7 7 % と自覚症状

を訴える者の大部分が、源進レーヨン工場周辺の

地場に暮らしている。治療がなされず死んでゆく

患者を専門的に治療し研究する病院の建設は、漉

進職業病患者だけではなく、労働災害の予防に大

きな貢献をすることができる。

@現時労働者の再就業

現職労働者8∞余名について、圏内のどの事業場

も諒進出身労働者の雇用を思避している。その理

由は、前・現職労働者全員が職業病患者予備軍と

見られているからだ。語進出身労働者を雇用した

後、職業病が発生した場合労使問題を引き起こす

と頭が痛いので、それなら人手が少し足りなくて

も雇用しない方がいいというのが使用者の一般的

な考え方だ。現職労働者たちが現在就業カ可能な

ところは、地下鉄、鉄道庁など政府の投資機関の

他はない。

*諒進レーヨンの職業病の惨状は落ち着いてき

たどころか、死の序曲が始まっている。韓国の産

業社会の凄惨で残酷な労働の現実を端的に表わし

ている甑進レーヨン職業病問題が、どのような結

果になるかによって、これからの労働災害政策が

遭ってくるだろう。労働災害に対する根本的な予

防のためには、政府と使用主の労働者生命軽視を

やめさせ、また、労働者自身が自らの健康と生命

を守るために動かない限り、労働災害問 悶H冒
題はこれからも続いていくであろう。 臥u..

*編集部注:弱国側が用意したテキストを翻訳。

発表者の名前は聞き間違ってるかもしれない。
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特集/源進レーヨン二疏化炭素中毒 |

二硫化炭素中毒の実態と
ニれからの課題
原田正純
日本全国労働安全衛生センター連絡会議議長

熊本大学医学却体質医学研究所ll 幻畳

日本における二硫化炭素中毒

私の専門は神経精神医学です。日本では、工業

化や技術が進む中で、 たくさんの中毒を経験 しま

した。ひとつはメチル水銀中毒。それから二硫化

炭素中湾、一酸化炭素中毒、 PC 中毒とかいろ

いろな中毒を経験しました。最近は、枯葉剤の胎

児に及ぼす影響だとか、ブラジルの水銀中怒とい

うようなことの調査をしています。

199年 11月に、ちょうどベトナムの調査へ行く

途中にここへ寄り、漉進レーヨンのことを聞きま

した。その時大変ショックを受けたわけです。ひ

とつは、 二硫化炭素中毒が過去のものと思ってい

たからです。もうひとつは、その原因に日本が関

係していたということです。

しかし、考えてみると、私が過去のものと思っ

ていたものが、実は混進で大変な問題を起こして

おり、そのことがきっかけで、もう一度日韓の問

題を考えてみると、日本でも問題が終わっていた

わけではなかったわけです。

表1を見てください。 19 年当時のデータです

が、日本には 16の工場がありました。 一番古いの

が1927年。一番最近では1977年に操業を開始 して

います。( *現在は10社11工場)

正確な二硫化炭素の使用量はわかりません。会

社によっては企業秘密ということで公表しないと

ころがいくつかあります。はたしてここに掲載さ

れている二硫化炭素の使用量が正しいものかどう

かはわかりません。回収量も実はわかっていませ

ん。回収装置を付けていないと答えるところもあ

ります。

現在、二硫化炭素中毒に認定された患者は一番

上の日来初績富久山工場、ここが12名です。 これ

はこのとおりです。 2番目のユニチカは、この後5

名認定されています。私たちの大学から一番近い

ところ、興人八代工場ー熊本県ですーここが現在

認定患者が38名です。 88" ' 92年度に全国で名)

10工場は第 次世界大戦以前から操業している

わけです。それからみると、全体で 人しか認定

されていないというのはどうも理解がむずかしい

です。

個人的には、私は、非公式にこれ以外の つの工

場で患者を知っています。しかし、彼らはわざわ

ざ熊本まで診察に来ていながら、職業病として申

請することを断っています。だから実態は、日本

..圃- 、- -】-'-'.己 
時代とともに変化した二硫化炭素中毒

原田正純氏

でも必ずしも十分に明らかにされているわけでは

ありません。

次に私がいいたいことは、 二硫化炭素中毒が時

代とともにその症状が変ったということです。表

2を見ていただきたい。だいたい19 5年代には、

二硫化炭索中毒というのは意識障害と精神病の状

態が症状の主なものでした。これでは労働者がば

たばた倒れるので、会社はいろいろ対策を立てま

した。これが中毒でいえば急性中毒といえるもの

だと思います。

まあ、努力して少しこのCSガスの温度を下

げていきます。そうすると症状は、神経衰弱障害

だとか抑欝状態というような精神症状に加えて、

多発神経症が主な症状として変わってきます。こ

れを仮に亜急性中海と考えます。これでも労働者
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1特集/源進レーヨン二硫化炭素中毒

表2 二硫化炭素中毒の変遷 です。

高血圧

硫化炭

年 1925 1935 1945 1955 1965 1975'" I や腎障

中毒型 急性 亜急性 慢性 不全・軽症 非特異 長期微量 害そし

温度 原液
1000>

紡糸
100-300>

精錬
50>

不定
20<

不定
20<

て日本
10< では眼

症状 意識障害
精神病

神経衰弱
抑うつ
多発神経炎

神経症的
自覚症状

自覚症状 高血圧
腎障害

脳血管障害 底の所

見が発

備考 196 3
源進レーヨ
ン操業開始

*196 6 見され

日本で初め て、こ
て患者発見 れが二

が働けなくなるものですから、企業としても対策

をしなければなりませんでした。そこで、いろい

ろ対策を立てて温度を減らします。それでもいろ

いろな自党症状、例えば頭痛がするとかの自覚症

状で仕事ができません。自覚症状だけだからノイ

ローゼだなんだといろいろ言っても、実際に労働

者が働けなくなれば対策を立てざるを得ません。

こういう中湾を仮に慢性の中毒とします。

戦後になると、人権問題も厳しくなって、対策

もさらに厳しくなってくるわけです。そういうレ

ベルになってくると、ほとんど外から見た客観的

な所見は見つからずに、自覚的な症状が主という

ようなタイプの中容が多くなってきます。これを

仮に不全型中毒というふうに考えます。さらに、

965年になると高血圧や腎障害がC ,ガスを吸

った労働者の中に多発してることがわかります。

これは一人ひとり取り出せば、高血圧とか腎障害

は別に特徴のある病気ではない。これは非特異的

な中毒のレベルと考えます。

この頃、日本から織械が源進に送られているわ

けです。少なくともこの時点、で様々な温度で様々

な中毒障害が出るということはわかっていたと思

います。高血圧や腎障害が二硫化炭素中議と関係

があるとみるためには、暴露された集団と暴露さ

れてない集団を比較するという調査が必要なわけ

素中毒に特異な所見とされた時代です。私たちも

一応この時点で二硫化炭素中毒というものは終わ

ったと考えました。結局、最終的には二硫化炭素

ガスの温度を下げるのには限界があったわけです

ね。技術的にゼロにできなかったために、労働者

の暴露時間を短くするというかたちで対応がなさ

れたわけです。そこで、私たちも、一応正二硫化炭

素の問題は解決したと思ったわけです。

脳血管型の二硫化炭素中毒

ところが、当時の学会ではこういう議論があり

ました。イタリアやチェコを中心としたヨーロッ

パで血管が障害されるこ硫化炭素中毒の例がたく

さん発見されていたわけです。しかし、日本では、

眼底に変化があるという報告があって、腎臓障害

や高血圧が見られるという報告はあったのです

が、そういう脳血官型のニ硫化炭禁中毒というの

は報告がなかったわけです。学会では、ヨーロッ

パの中毒は脳血管型で、日本の中毒は腎臨型であ

ると。どうしてこう遭うのかということを平気で

研究しようとしたのですね。当時の譜論を読んで

みると、食事が、栄養が、ヨーロッパと日本と違

うからではないかとか、体質的に違うからではな

いかという譜論が真面目になされていました。

これは、いろいろなことを私たちに教えてくれ

ます。実は原因は、日本の労災認定制度にあった

わけですね。大部分の患者は、具合が悪くなると

職場をやめています。やめて4年か5年とか経って

脳血管型の障害を起こしているわけです。職場を

やめているため、職業病として認められずに、一

般の脳血管障害として登録されてしまう。もちろ

ん、 40才代で脳便塞を起こすことはないわけでは

ありません。ところが、熊本の八代では、 40才代

で閉じ職場で働いていた人たちが次々と脳梗塞を

起こしたので、おかしいと気がついたわけです。

しかし、そういうとき必ず出てくる、一般の脳

卒中とどう違うのかという反論が出てきました。

1966年に、 1人が亡くなって解剖しました。その解

剖所見が特徴的でした。脳の中にたくさんの小さ

な脳梗塞を起こしていました。非常に新しい病巣

から非常に古い病巣まで小さな病巣が無数にあっ

たわけです。一般の動脈硬化は、大きな血管ない

しは中くらいの血管から動脈効果が進行するので

すが、二硫化炭素中毒の動脈硬化は、先の方の小

さな血管から動脈硬化が広範に起こってきている

ということが挙げられます。だから小さな脳梗塞

が起こっても症状が外からよく見えない。それが

次々と起こってきて、ある程度大きくなったとき

に初めて症状が見えます。そういうことがわかっ

たので、八代の興人工場を中心に患者を集めて、

1973年にその臨床症状をまとめた論文を発表しま

した。それが、日本でも脳血管障害が確実にある

ということを証明した論文になったわけです。

ですから、日本になかったのではなくて、日本

にもあったのだけれども、それが労災という制度

に引っかかつてこなかったということがありま

す。とすれば、日本の他の工場にも血管型の中毒

があってもおかしくないわけですね。しかし、そ

の当時、繊維業界では、興人だけが特別設備が悪

かった、特別だと、こういうふうに答えておりま

す。しかし、その後少ないけれども他のところで

同じような患者が見つかっていますので、必ずし

もそれが正しかったとは言えません。

日本でのふたつの裁判事例

そういった事情の中で、日本では、二硫化炭紫

をめぐって2つの裁判が起こっています。ひとつ

は、興国人絹で職業病の労災認定を申請して基準

局から職業病ではないと棄却された患者が、それ

を取り消す訴訟をしています。この裁判は、二硫

化炭素中毒の病像をめぐる裁判です。原告は66才

で、 29年6か月、レーヨン工場で働いています。職

場をやめて 1978年に退職しています。ところが、

1982年に倒れました。そして半身がかなわなくな

ったわけです。退職から発病までの聞が長すぎる

ということで、認められなかったのです。

1985年に、私は診断書を書いています。どうも、

その臨床症状から見て棄却されたのはおかしい。

不当です。ただ、 日本では眼底に出てくる可能性

があるということを書いてありました。そうした

ら、 1988年になってまた眼底に変化が出てきまし

た。現時点でまた申請すれば、これは認定される

のではないかと思いますが、裁判になっています。

今度は、被告の方は、今頃出てきた眼底の所見は

老化によるものだと言い訳をしています。まだ裁

判の判決が出ていませんが、多分勝つでしょう。

もうひとつは、京都で起こっている裁判です。

これは労災認定は受けています。会社に対して、

二硫化炭素中毒が起こることを知っていながら予

防をしなかったから職業病になったという、会社

の企業責任を追求する裁判になっています。ここ

で問題になっているのは、会社はいつの時点でそ

ういう病気が起こることを知り、そして、どうい

う対策をとったかということです。

二硫化炭素中毒症状の日韓比較
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次に、非常にラフですけれども、私が診た日本
の症例と、実際に漉進で診させていただいた患者
さんの症状とを比較をしてみました表 3)。日本

の方は、症状を見ていただくとわかりますが、症
状が非常にそろっています。網膜の異常、眼底の

異常を非常に重視していることがわかります。そ
れに対して、海進の例では、認定轡者は重症が多

い。たとえば、歩行障害のある人が7 6 %もいます。

下肢の麻簿と書いてあります。源進の場合は症状

がかなりパラついていますね。腎障害とか眼底の
所見というのがよくわかりませんでした。あくま
で臨床症状に限って比較したわけです。だから多

分、腎臓障害、特に腎のバイオプシーがやられて
いるので、そういった所見が認定に大きな意味を
持っているのではないかと思われます。だから症
状から見ると、日本のよりパラつきが多い。
認定されてない方をみると、圧倒的に多発神経
炎、つまり感覚障害だけという人たちがほとんど
引っかかっていないのですね。認定されてない。
これでどちらがどうとは言えないけれども、日本

の認定患者というのは、症状は軽いけれど、脳の

広範な、非常にたくさんの種類の症状がまとまっ

てある。そういうのを日本では二硫化炭素中海と
して認めているのですね。まさに、多発性脳便塞
というものを認定しているのです。当然、日本で

もまだ未認定患者というのがたくさんいるはずで

す。源進の場合は、多発神経とか脳の障害とか、
症状が非常に変化に富んでいます。例えば、多発

神経だけとか、それから脳のある症状だけとかで
すね、そういう症状の組み合わせが非常に多彩で
す。それはさっきいったように、例えば腎臓の所
見というものを重視すれば、 '*J末症状がそろわな

くてもある程度バラバラでも認定されるという結

果になるわけですね。
それもあるのですが、もうひとつ、やはり暴露

温度がかなり高かったのではないかと思います。

だから、脳血管型から多発神経型まで、歴史でい

一一一」

表3 回線二硫化炭素中毒症症状比較

日本認定

(39例)

韓国:源進

認定
(21例)

未認定
(13例)

脳神経
(檀視) 70.5% 19.0% 0%

言語障害 82.3% 47.6% .6%

共同運動 764% 33.3% 7.6%

鋭体外路 70.5% 33.3% 23.0%
(11. 7%) (19.0%) 7 .6%)

仮性球麻簿 23.5% 19.0% 0%
知覚障害 88.2% 57.1% 76.9%

多発神経炎 52.9% 33.3% 38.4%

半身麻癖 52.9% 42.8% 15.3%
不安・焦燥
神経衰弱 82.3% つ つ

性格障害 88.2% 66.6% 76%

痴呆 82.3% 80.9% 5.3%
巣症状 5.8% .5% 0%
腎障害 43.5% つ つ

網膜異常 79.4% つ つ

下肢麻簿 76.1%

くと 935年代の中毒から 197年代の中毒まで非常

に多彩であるということが言えると思うのです。
この症状から推定すれば、おそらく労働者はかな

りひどいガスを吸った可能性が非常に大きい。
それともうひとつ、 3番目の理由は、日本と韓国

の診断条件、認定基準の差だと思います。ただ、

はっきり申し上げて、認定基準そのものは、よく
読み比べるとそんなに大きな差はない。むしろ具

体的に書いてるのは、韓国の認定基準の方がより
具体的に奮いである。日本の方は、適当に、診た
人のあるいは判定する人の判断に委せられていま
す。眼底の脳血管障害が非常に重要な位置を占め
ていることに変わりはない。韓国の方では、腎臓
のパイオプシーや腎臨の機能を重視していると指
摘できると思います。しかし、よくみると、問題

は基準じゃなくて、それをどう活用するかという、

活用する人の側に問題があると思います。

共通した課題の解決のために

駆け足でみてきましたが、二硫化炭素中毒は全
身性の疾害、であるということは、韓国でも日本で
もデータから言えると思います。したがって、ま
だわかつてない症状というものがあるはずです。

神経と腎臓、主に、血管型の疾患だけがわかって

いるのだと思います。しかし、もっと他にもいろ
いろな症状のある可能性があると思います。糖尿
病とか高血圧というものとの関係も非常に重要な

症状のひとつではないかと思っています。要する
に、この慢性二硫化炭素中若手については、まだわ
からない朱知の部分があるということです。だか
ら、出ない症状はない、全身性の病気であるとい

うことをはっきりさせておくべきだと思います。
第2は、暴露、古い古典的な中毒学は、毒物がな

くなったら症状はなくなると、こう簡単なことを

言います。しかし、暴露から離れてガスが直接体
の中に残っていなくても症状が進行するというこ
とがあります。

3番目は、歳をとるにしたがって、もちろん歳を

とった症状が出るわけですが、ぞれを急いで変化
させていく。加齢症状を増強していくということ
があります。
4番目は、有効な治療がない、一度かかったら治

らないということがあります。
以上の4つの点、が二硫化炭素中毒の特徴と思わ

れます。この特徴を前提にして今後の対策を立て
ていく必要がある。さきほどの漉進労働者の4つの
要求は、まさにこういった病気を基本に考えてい
かなければならない問題だと思います。そういっ
た点では、日本でもまだまだ私たちの取り組みは
十分とはいえません。お互いに今後も交涜しなが
ら、横々な医学的・社会的問題を解決 町lT冒

していかなければならないと思います。 Uム温

*編集部注:発表のテープを起こしたもの。

源進レーヨン臓業病解決を促す韓日共同声明

私たちは漉進レーヨンの二硫化炭素職業病

問題の解決を促す源進労働者たちの闘争に対

して、全幅の支持と連帯の激励を送りながら、
政府当局の速やかな解決策を促すものです。
韓国で二硫化炭素中毒症が発見されてから

数+年が経過しているにもかかわらず、漉進レ
ーヨンの職業病の惨状は続いています。こ れに

対する抜本的対策を要求する職業病被災者及

び漉進前・現職の労働者たちの苛烈な闘争が
継続しており、しかも未だに何らの解決のきざ

しを見せていません。
日本で使用した古い機械が韓国に導入され

た当時、すでに日本で二硫化炭素中毒の深刻性
と予防の必要性が理解されていたにもかかわ

らず、これを韓国側に充分に知らせておらず、
今にいたるまで臓業病の大惨事が続発してい

る状態からして、日韓両当局と当事者の歴史的
責任は免れないことは明白であります。
私たち、韓国と日本の良心的な保健医療人及

び専門家は、二硫化炭素中毒問題の解決のた

め、海進レーヨンの労働者たち及び同被害者た
ちの正当かっ緊急な要求事項の貫徹を支持し、

あらためて韓・日両当局の根本的対策の樹立
を要求します。
1993年 10月24日 四

第1回韓日労働と健康に関する
共同セミナー参加者一同
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市妄フ蒲歪Fヨヨ三幅素晴 一一一一」

二硫化炭素中毒の職業病認定
制度上の問題及び褒遷過程

1 はじめに

韓国で労働災害と職業病の問題が重要な社会問

題のひとつとして受けとられるようになったの
は、 1988年からである。 19 0年代から始まった急

激な産業化は権力と資本の結託を通じた経済成長

一辺倒の政策により進行し、労働者に対する厳し
い弾圧の中で労働条件と環境は劣悪を極め、多く
の労災被災者と職業病患者が量産されていた。し

かし独裁的な権力により労働3権が踏みにじられ
ていたため、労働者が自らを守ることができず、

社会もこのような問題に無関心であった。
1987年6月の民主化闘争を経て、労働者の民主的

な労働運動が育ってきた1988年、 15才の少年の水

銀中毒死亡事件と、海進レーヨンの二硫化炭素中
毒患者の集団的な報告は社会全体を驚侍させ、労
災追放と臓業病追放運動を進める契機となった。

二硫化炭素は重金属のように身体に蓄積され
ず、また、それによる健康障害が職場を辞めた後
相当の時聞が経った後に生じる渇合が多いが、特
別な所見を表わすものではない。二硫化炭素に暴

露した労働者は多織な診断を受け治療を受けなが

らも、職業病ではないかと気づくこともなく過ご
してきたのだった。さらに労働部(労働省)の認定
基準に明示されていなかったため、診断に対する
論難は長々と続くだけであった。そこで被災労働
者と会社との閣の合意により、診断手続と認定基
準が決められた。そして、韓国産業保健上類のな

い労使双方の推薦による判定委員会がつくられ、

その業務を担当した。
しかし、精密検診を受けるために待機していた

労働者カf9E亡し、剖検がなされたがはっきりせず、
葬式が137日も遅れるなど漂刻な事態となり、結局

「蓋然性による職業病認定」という遅い一歩を踏み

出した解釈となった。このような過程は、労働者
をはじめ、医療人、一般社会人の闘争により得ら

れたもので、 二硫化炭素中毒を究明するための疫
学調査と職業病認定基準の制定と改定に向けて進

められた。
いま、源進レーヨンの二硫化炭素中毒症は韓国

の織業病の代表的事例として広く認識されてお
り、源進レーヨンの廃業で、長期的な患者管理と
治療対策を工面するための努力が進められてい

る。ここで現在まで進められてきた過程を、特に

診断に関連した事項を中心に整理してみること

重量産保健総合ゼンタ一役立推進妥員長・梁吉ホ氏

は、職指南追放運動を展開していくうえにおいて
必要な部分であると考える。

2 二硫化炭素中毒発生の経過

韓国で二硫化炭素を使用する職場は、有機溶剤

として使用するいくつかの事業所と、ピスコスレ
ーヨンの製造過程で大量に使用する源進レーヨン
が知られている。有機溶剤として使用するところ

では少量しか使用しないため、それほど問題にな

らないが、大量に使用する源進レーヨンでは患者

が発生する可能性がたいへん高いため、これに対
する備えをしなければならなかった。しかし、作
業環境測定や特殊健康診断は、故意であるかどう

かはとにかく、形式的に進められており、数件の
死亡災害も発生していた。健康が悪化し、個人的
に診療を受けながら勤めていたが、耐えられず職

場を辞めた人が続出する事態になっても適切な措

置がとられることがなかった。労働者は二硫化炭
素中毒症であるなどとは疑うことすらできず、臭
いの強い二硫化水素による自の痛みを、むしろ心
配しているだけであった。

最初に患者が報告されたのは1981年である。 7月

24日、紡糸諌で勤務していたホン・ウォンピン氏

が作業途中に倒れ、国立病院に運ばれて二硫化炭
素中毒症と診断された。当時この診断の基準が何
であったのかは知らされなかったが、作業中の労

働者であったため、急性中毒と診断されたのだと

思う。しかし、これに続いての職場環境調査や精
密検診等は全くなされず、何の措置もなく放置さ
れてしまった。

慢性的な中毒の犠牲者が知られるようになった
のは、それから6年たった 1987年である。当時諒進

レーヨンで14年から18年勤務していた労働者4名

が、半身不随、高血圧、精神異常、糖尿病、足の

麻薄や痛み等の症状を訴え、育耳台(大統領官邸)
に陳情奮を出した。その後、精密検査によって、
二硫化炭素中毒症と診断された09 87年4月 日)。

彼らは、この診断を受ける数年前から同じ症状で

いくつかの医療機関にかかり、多様な病名で治療
を受けてきたのだが、職業病の認定により民事補
償600万ウォンで終結した(1987年 10月6日)。しか
し4人は持続的な治療と生計の維持すら難しくな

り、自身の痛みを社会に訴え始めた。
1988年7月、 言論に報道されるや、同様の症状で

苦しんできた多くの人々が職業病か否かを確かめ
るために集まり、会社側に対策を迫るなどの組織

的な取り組みが始まった。国会議員らの助けと「人

道主義実践医師協議会Jと「労働と健康研究会」

等、保健医療人の努力により、真相調査を実施し、
報告会0988年8月6日)を聞き、「源進レーヨン職業

病対策委員会」が結成された (1988年8月8日) 。さ

らに、労働運動家、保健医療人、一般社会人らが
参加した活動を展開、源進レーヨンで働いていた
職業病を訴える人々が集まって 甑進レーヨン職

業病被筈者家族協譜会J(諒家協、 1988年8月18日)

を結成し、活動をはじめた。
患者が集団的に発生し、どれもひどい事例であ

ったため世論が沸揖し、 988年9月14日、会社、被

災労働者である諒家協の代表、対策委員会の代表、

承
開

土
日
開
抗

梁姻伽
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川議万雇長二三l P . l二硫化炭素中憲 一一」

国会議員が署名し

た合意書をつくる

に至った (f一次合

意J)。この合意に

より、源進レーヨ

ン職業病判定委員

会が、会社側推薦

の医師3名と被災

者側推薦の医師3

表1 源進レーヨン職業病判定者の状況一1993年7月現在一

区分|受付 中毒|無中毒|検診中 死亡者 備考

退職後I391 146 I 151 64 14名中 30名中
申請書 44.6% 受付前死亡 6名 検診思避

I 39 受付後検診前死亡 2名
119

75.3%
83

2名
死亡前判定者

連絡途絶
28名

265 I 190 177 死亡前判定者 5名
死亡後判定者 1名

名で構成され認定

を行うことになっ

た。47名が職業病

と確定され、障害

等級により 級l億

ウォンから 14級1

千万ウォンの補償

金を受けることと

した規定により、

補償を受けた。そ

表2 職業病判定者勤続年数別分類

年数I3年未満I 4 5 6 L '7_ j 8 I 9 I 10 I 11 I 12

人員I 16名 I 6 d 8 I 11 I 12 I 13 I- 12 I 17 I 16

年数 13 14 l- 16 19 20I 20年以上

人員I 20 I16 Jbの6 10 計す 13 4 I 20名
平均勤続年数:12年

表3 職業病判定者年齢及び性別区分

の後、「一次合意」

による受付締切の

10月30日以降に現

われた職業病症状

を訴える前・現職

労働者が集まり、 宮、進レーヨン職業病被害労働者

協議会J(源労協、 1989年 11月5日)が結成され、長

い闘争の末、 1990年5月30日「二次合意」に至り、

その健診と補償が行われた。

しかし、健診を待っていた労働者の金ポンファ

ム氏が1991年 月5日に死亡。剖検の所見が職業病

の所見と符合する事項であったにもかかわらず、

特別判定委員会では、資料の不足で確証が不可能

であり職業病と認定しないという会社側医師たち

の主張により、合意をみることができなかった

(1 991年4月5日)。これに怒った労働者たちと会社

との聞で、第二次海進闘争が展開され、国会でも

労働委員会の実態調査報告書。 9 9年5月6日)が、

蓋然性を根拠にして職業病と認め、 5月19日、実質

的な補慣に合意した。死亡後137日ぶりに金ポンフ

ァム氏の葬儀が嘗まれた。また、この合意に基づ

き、ソウル大学保健大学院による漉進レーヨン疫

学調査が実施された。

しかし、二硫化炭素中惑を診断してきた判定委

員会が、労働部の拒否により民事等級判定にのみ

その役割を制限された。職業病判定は、労働部が

1991年 11月に告示した認定基準により会社側の検

診槻闘でのみなされるようになり、判定の正確性

と公正性の問題が提起された。また、ソウル大学

の痩学調査による職業病判定をめぐって、労働部

が拒否するなど、職業病の認定範囲についての論

表4 年度別職業病発生状況 たものが現在の認定基準となっている。

14級

年度 81 87 88 89 90 91 92 93 以後

判定者 1 4 25 11 29 45 92 58 16

民事
判定者 4 25 11 29 42 63 90

l級 2 6

2級

3級

4級 2 3

5級 2 3 4

6級 2 3 8 8

7級

8級 4 4 3 2 9 8

9級 2 l
10級 4 4 13 23 34 51

11級 7 9 7 18

12級

13級 2

難がまきおこった。

1993年5月に改定された認定基準は、特異症状が

ひとつでもあれば認定するといった前進面もある

が、多くの労働者の痛みを受けとめているかとい

う面からいうと、まだ問題を抱えていると言える。

3 二硫化炭素中毒症認定基準および判定過程

認定をするか否か、だれが認定を行うかという

2つの問題が、労働者の闘争によって決められてき

たということが、 これまでの経過の特徴である。

認定基準の変遷は激しかった。労働部が認定基準

を作るまでは判定委員会で判定していた。1991年

11月に最初に認定基準を作り、 1993年5月に改定し

A)判定委員会の認定基準

会社と労働者側の合意によって作られた

判定委員会では、6名の医師で独自の判定基

準を作った。会社側と労働者側推蘭による

3名ずつの医師によって構成されたわけな

ので、 6名の医師の聞でどのように合意を形

成するかが問題であった。

腎臓組績検査(バイオプシー)により、電

子顕微鏡で糸球体基底膜に4∞nll(ナノメー

トル)以上の肥厚を認めるか、光学顕微鏡で

二硫化炭素による腎硬化症の所見が認めら

れた場合は、異常所見ありとした。その場

合、職業歴があって腎臆組織検査がプラス

(所見あり)であれば、それだけで認定した。

その他の検査方法と異常所見を認める場

合は、次のとおりであるが、その場合には

いずれか2つの所見がある場合に認定した。

腎臓機能検査:慢性腎不全。筋伝導検査・

神経伝導検査:多発性末梢神経炎。眼底検

査(眼底蛍光撮影):微細動脈摘、視神経炎、

色素変成。CT.MRI撮影:多発性脳梗

塞。純音聴力検査、 Vera検査:他覚神経性難聴。

運動負荷心電図検査:虚血性異常所見。

その他の参考事項として、血圧浪II定、精神科診

療の所見ーこれは、診断の基準とはされなかった

が、下記のように、(民事)補償等級決定に当たっ

て考慮された。(注:表4の等級はこれに諒当)

補償等級基準>

腎臓障害組織検査異常 11級

腎不全 7級以上

中枢神経障害 CT.MRI異常 13級

織能障害労働力喪失率考慮

多発性末梢神経炎筋伝導異常 12級

線能障害労働力喪失率考慮

感覚神経性難聴 12級
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|特集 /源進レーヨン二硫化炭素中毒

対話障害時Vera Test結果等考慮

網膜変化 2級

視力障害甚大労働力喪失率考慮

虚血性心疾患 7級以上 機能障害考慮)

高血圧弛緩期血圧100ll mHg以上 級

1211凶 g以上 9級

B) 以前の労働部の認定基準

1991年 11月1日に施行された労働部例規第205号。

第1頂一般的認定要件

二硫化炭素(以下 CS,という)蒸気に暴露する

業務に従事した経歴がある労働者が、次の各号の

つに該当する症状をあらわし、医学的に療養を必

要とすると認定された場合には、勤労基準法施行

令第54条第23号に規定する疾病と認める。

第 号 JOOOlI以上の CS蒸気に暴露する業務

に数年以上勤務した労働者で、次の各自の 1つに

該当する場合

第 目 網膜病変、多発性末梢神経病変、視神経

炎、中枢神経機能障害または精神障害のうち2つ

異常がある場合

第2目 第 目の障害のうち つがあり、かっ、神

経障害、肝織能障害、造血系障害、生殖系障害、

感覚神経性難聴、血管病変に起因する心臓障害、

のうち つ異常がある場合

第2号 100 11以上の CS蒸気に数週以上数

年間暴露しており、労働者に、意識温濁、せん

妄、精神分裂症、操うつ症のような精神異常症

勢が急に現われた場合

第3号大量または高温度のCS,蒸気に暴露

し、意識障害等の急性中毒症状を引き起こした

場合

第 項 医学 的診断要件

第1号 項の場合に、被災労働者の病歴、家

族歴、職歴、作業内容、 CS,蒸気の許容基準

と作業環境測定結果等を参考にして決定する。

ただし、作業環境測定結果を確認できない期間

の勤務経歴を持つ者の場合には、第 項各号に規

定した CS,暴露量及び暴露期間に閲する基準

を適用しないことができる。

第2号第1項の場合に、糖尿病、網膜炎、糖尿

性腎硬化症等、 CS,中毒以外の他の原因によ

る良守、を排除する。

第3号第1項第 号第2目の腎臓障害確認のため

の腎臨組織検査は、第 1目の障害のうち 1つの隊

害があり、かっ、第2自に掲げるその他の障害が

ない者の中で CS,中毒による腎臓疾患が疑わ

れる場合に限り実施できる。

労働省のこの認定基準は、判定委員会のものよ

りも柔軟性に欠けている。これを適用することに

よって認定患者数も少なくなったため、労働者側

から論難がなげかけられた。そのような中で、前

述のソウル大学の疫学調査も実施された。この調

査の対象は、現職労働者 16名と退職労働者 10

名及び対象群として 182名、総計上552名を検診 し、

労働部が認定しなかった者のうち 85名に対しても

職業病の所見があるという報告を行った。

ソウル大学の判定基準では、大症と小症に分け 、

大症は、中枢神経機能障害は MRI撮影により、

多発性神経病変は神経速度検査、網膜病変は眼底

検査等による。小症は、腎臓障害、肝臓障害、造

血系障害、感覚神経性難聴、血管疾患に起因する

心臓障害。大痘2つの場合、及び、大症 っと小症

つの場合も認定するものだった。先の労働部の認

定基準の第 目の5所見が3所見に、第2目の 所見は

5所見に減った。

職業病と判定した数は労働部と閉じだったのだ

が、ソウル大学の報告では「有所見者J という項

目を設け、大症 っと小症0.5の1 . 5の所見を認めた

者を対象として、前述のように85名が有所見者と

されたわけである。労働部は、この85名を認めな

い立渇をとり、これらの者カf高麗大学で再検査を

受けて労働部の基準を満たせば認定するとした

が、ソウル大学の報告自体は受け入れなかった。

C) 労働部の改定認定基準

1993年5月に、労働部は留定基準を改正した。こ

の内容は次のとおりである。

第26条［二硫化毘棄による中毒又はその続発症】

第 11真一 的認定要件

二硫化炭素(以下 CS,という)蒸気に暴露する

業務に従事した経歴のある労働者が、次の各号の

lつに該当する症状や所見を表わし、医学的に療養

を必要とすると認定された場合には、勤労基準法

施行令第54条第23号による疾病とみなす。

第1号 100011内外の C ,蒸気に暴露する業務

に数年以上勤務した労働者で、次の各自の1つに

該当する場合

第1目第1障害群
網膜の微細動脈糟、多発性脳梗塞症、腎臓組

織検査上毛細管問糸球体硬化症のうち1つがあ

る場合

第2目第2障害苦手

微細動脈摘を除いた網膜病変、多発性末梢神

経病変、視神経炎、冠状動脈性心臓疾患または

精神障害のうち2つ以上の異常がある場合

第3目第3障害哲学

第2目の障害のうち 1つがあり、かっ、腎臓障

害、肝臓障害、造血系障害、生殖系障害、感覚

神経性難聴、高血圧のうち 1つ以上の異常がある

場合

第2号 00 0m以上の CS,蒸気に数週以上数

年間暴露しており、労働者に、意識混濁、せん

妄、精神分裂症、操うつ症のような精神異常症

勢が急に現われた場合

第3号大量または高温度のcS蒸気に暴露

し、意識障害等の急性中毒症状を引き起こした

場合

第21頁医学的診断要件

第1号 項の場合lこ、労働者の病歴、家旗歴、

職業歴、作業内容、 CS,蒸気の許容基 準と作

業環境測定結果等を参考にして決定する。ただ

し、作業環境測定結果を確認て・きない期間の勤

務経歴を持つ者の場合には、第 1項各号に規定し

たCS暴露量及び暴露期間に関する基準を適

用しないことができる。

第2号第1項第1号第l目と第2目の場合、糖尿

病、高血圧、及びその他の血管障害等、他の原

因になる疾患を排除しなければならず、第 1項第
1号第 3目も肝炎等の他の原因になる良守、を排除

しなくてはならない。

第3号第1項第 1号第1目の毛細管間糸球体硬化

症を確認するための腎蟻組織検査は、他の障害

がなく腎蹟障害だけがある者のうち腎臓障害に

関する他の原因を十分に排除した場合にのみ実

施できる 。

この特徴は、第 1に、以前は大症で2つが必要だ

ったのが、大症が1つだけでも認定することになっ

たことであり、これは前進である。

しかし、労働者の現在の要求は、最も多く現わ

れている多発性末梢神経炎を第1目に含めること

である。この識論の背景には、網膜の微細動脈痛

の中では8 5 %の確率で二硫化炭素中毒以外の原因

を排除できるという認識があり、多発性脳梗塞の

場合も %くらいは基本的な原因を突き止めるこ

とができるということで、第1目に含まれたが、多

発性末梢神経炎の場合は、むしろ、原因不明のも

のが60% くらいを占めるというのが、当時の学会

の主な見解であったため第2目にされた。

第1自の腎臓組織検査 バイオプシー)上の所見

についても、これを第 目に含めるのは適当でない

という意見もあったが、今までずっとこれを使っ

てきたので含めることにしたという経過がある。

もうひとつの特徴は、第3自の中に高血圧が含ま

れたことである。ソウル大学の報告で有意に高か

ったという結果を取り入れたものである。

網膜病変の中で枇細動脈痛の他にも、色素変成

も第 目に取り入れるべきというのが眼科学会の

意見だったが、採用されなかった。糖尿病を第3目
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に含めるという意見も入らなかった。

これまでに認定された患者数は282名で、このう

ちの220余名の集計結果では、腎臓障害が47名、中

枢神経障害が18名、多発性末梢神経炎が23名、感

覚神経性難胞が31名、眼底所見による微細動脈痛

が16名、その他の網膜所見が2名、虚血性心疾患が

13名、高血圧が60名、生殖器系障害は報告例がな

い、精神障害はMMPIを検査して 28名となって

いる(一人が複数の所見を持つ場合もある)。

4 今後の課題

今までの話でおわかりのとおり、韓国では、認

定する過程で、誰がするか、どのように公正性を

担保するかということが常に争点となってきた。

その結果、客観的な検査所見を重視したが、原因

さんの話のように、医師が診察して判断すること

の比重は低くなった感がある。

ちなみに、客観的な検査についても不信が高ま

った。ある大学ではプラスなのに、別のところで

はマイナスというようなことがあったからだ。労

働者は、労働部とかかわりのある病院の検査結果

に対しては、今でも不信や不満をもっている。そ

れにはある程度の根拠もある。じん肺の場合でい

えば、 X線フィルムの読影について、人道主義実

践医師協議会が労働部の読影結果を再検討したら

3分のlが低めに読んでいたと報告したこともあ

る。現時点、の労働者の関心事は、どうすれば公正

で信頼できる織関で監査を受けることができるか

ということである。諒進患者のための専門病院の

建設要求はこのような関心から発している。

2番目の労働者の悩みは、主観的には症状を訴え

るが、客観的検査結果に出てこないという問題を

どうするかということ。この点では、精神科的な

検査や心理的な検査をとり入れようという譜論が

ある。主観的症状をどのように客観的に示すこと

ができるかという持続的な研究が必要であるし、

それを実施する機関も求められている。

3番目の争点は、二硫化炭素の暴露がなくなって

からも中毒の症状が進行するのかという点であ

る。この問題に対しては、確証はつかめていない

が、進行しているのではないかという印象やその

ような事例はある。例えば、最初の判定委員会で

基準に満たず認定されなかった者が、最近になっ

て症状が出てきたというケースも3件あった。暴露

終了後の進行に関する疫学調査が必要である。

源進レーヨンの問題はまだ終わっていないJ目

前に、私のところに6名の患者が相談にきた。 6名

はこれまで認定の対象になっていないが、 1966年

から1982年まで勤務し、勤務する聞に水銀、塩素

ガスや二硫化炭素に暴露したと訴えた。このよう

にあとになってから訴えてくる患者も想定される

し、もし水銀を使用していたのが事実ならば、そ

の調査も必要になってくるだろう。したがって、

持続的に研究しながら対策をとっていくことが今

後も重要である。

また、認定基準に羅列された所見についての研

究も必要である。例えば、造血系障害と肝臓障害

という言葉も使われているが、現実の認定過程で

はたいした役割を果たしていない。肝機能障害が

あっても、韓国ではB型肝炎が多いため、 B型肝

炎として処理されてしまうことが多い。また、例

えば、肝臓が孔で死亡した事例もあるが、がんの

問題についてもこれから関心をもっていかなけれ

ばならない。胃踊管の障害についても、韓国では

あまり問題にされていない。

したがって、諒進問題を全体的に解決するため

には、様々な分野で活動される方々が力を合わせ

て、まず専門機関と専門病院を建設し、医療人も

より奮闘しなければならない。今日のような織会

が、このような課題を解決する第一歩と町内

なることを確信する。 ‘出 ...
*編集部:主:弱国側が用意したテキストの自訳と

報告の通訳をもとに文宣言を整理したもの。

1993年7月10日付けの源進レーヨン株式会社

の廃業に関連して、諒進レーヨン株式会社(以

下「会社」とする)の代表理事の全ドクスンと

漉進レーヨン株式会社に勤務していた労働者

(事務職、月給職、自給職、労組員、非労組員

などの呼称、職級、その他の権限を間わない前

・現職員を含んで以下「労働者」とする)を代

表する労働組合委員長の黄東娘他2名は、それ

ぞれ合法的に会社と労働者を代表することを

確認し、以下のとおり合意する。

I 廃業による精密後診

1 精密機査実施
会社は、廃業による労働者の精密検診のため

に療養申請書発給に積極的に協力し、労働者

は、療養申請書の発給を受けて該当検診機関で

精密診断を受けるようにする。

2 精密倹診に関連する賛同支給

会社は、前1 - 1の精密検診時に産業災害保

険点数に含まれていないMRI撮影に使われ

る費用として、 CTとMRIとの費用差額の金

254万ウォンを本合意日の翌日から 10営業日内

に支給する。

E 廃業慰労金など

3 会社の廃業による労働者の生計支援の

ために、会社は、次のような廃業慰労金などを

本合意日の翌日から 10営業日内に支給する。

①廃業慰労金:平均賃金の5か月分を一律的に

支給する。

②就業対策費:1人当たり金25 0万ウォンずつ

支給する。

③定期健康倹診費:廃業後の毎年の定期健康

診断に該当する費用としてl人当たり125万4

千ウォンを一括支払で支給し、会社は、毎年

の定期検診に対する責任を負わない。

E 精密倹診に関連した費用、廃業慰労金など

の支給対象

4 支給対象
① 前1 2 (精密検診に関連した費用)、前

田ー3(廃業慰労金など)は、1993年7月10日現

在、圏内在職労働者に限って支給する。

② 前①項にかかわらず、本合意日現在、職

業病患者として確定し、障害等級が確定した者

は支給対象から除外され、本合意日現在、糟密

検診が進行中の者で会社がMRI撮影費用を

既に負担した者には前1 - 2 (精密検診に関連

した費用)は支給しない。

W 職業病関連基金(以下「基金」とす～)

5 J基金出資の目的、既存民寧賠償制度との

関係

① 1993年7月5日付けの政府の産業政策審

議会の議決事項、「漉進レーヨン側の閉鎖法集」

中、補完処置r b J号の定めにしたがって、会

社に勤務していたときに二硫化炭素に被爆し

たことが原因で廃業後に二硫化炭素中毒患者

に確定して、自活できない労働者を援助するた

めに会社は一定額の基金を出資する。

②既存の民事賠償制度は、基金によって設

立される非営利財団法人(以下「公益法人」と

する)の定款にしたがって運営することにし、

公益法人の設立と同時に既存の民事賠償制度

は自動的に効力を失効する。

③本合意日現在、民事賠償等級が確定した

労働者に対しては、会社から民事賠償金残額を

支給することにし、本合意日以降に発生する民

事賠償金については新しく設立される公益法

人が負担することにする。

6 基金の出資方法

① 公益法人の設立、基金の出資

廃棄後に発生する職業病確定者の民事賠

慣のために公益法人設立(労働部許可)を前提
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として、同法人に対して次の方法で基金を出資

する。

a 1次:法人設立許可日から7日以内に現金

50億ウォン

b 2次:破産債権50億ウォン

c 3次:破産終結綿l余財産発生時に50憶ウ

オン以内

② 公益法人は、まず会社が設立推進する

が、法人設立(労働部許可)以降、法人人員を吏

替する必要性がある場合は、非常対策委側と協

議して法人人員を交替することにする。

V その他

7 告訴、告発などの取り下げ

本合意書で会社と労働者聞に本合意以前の

事由によって一切の民・刑事訴訟または行政

法規などに定められた責任は新しく問わない

ようにし、本合意以前に発生した陳情・告訴・

告発などは本合意後直ちに取り下げることと

する。また、関連機関に善処を訴えた手続を取

り下げることとする。

8 合意内容の履行のための処置

①本合意によって支給される廃業慰労金

などの支給のために会社が必要と判断し、労働

者に要求される書類などは、廃業慰労金受領時

に提出することとし、本人の不注意または具備

密類の不備で支給に障害が発生したことによ

る全ての不利益は、本人が負担し、一切会社に

これを提起しないこととする。

②本合意による手続を円満に処理するた

めに、会社の処置に労働者は条件をつけないで

従うこととし、本合意によって支給される金品

の受領のため、または会社の要請がある場合、

これ以外の労働者は即時会社内から退去しな

ければならず、これに違反して発生する全ての

責任は労働者代表と当事者が負担する。

9 効力

①本合意書は合意と同時に効力が発生す

る。

② 関連法規の,錯誤、解釈の誤謬、その他の

理由を間わず、結果的に労働者に対する賃金な

どの来支給分がある場合、本合意による廃業慰

労金の支給で当然に清算されたものとする。

③ 本合意にしたがって 1988年9月14日付け

の「会社と会社に勤務して被害を受けた被害者

間の合意書J、1989年8月10日付けの 会社と会

社に勤務して被害を受けた被害者間の補充合

意書J、1990年5月31日付けの「会社と会社で勤

務して職業病によって被害を受けた被筈者聞

の合意書」 、 1990年12月31日付けの「団体協約

J、その他の名称、形式を間わず、会社が責

任と義務を負担する全ての合意書などは当然

に効力を喪失する。

④会社と労働者間の解釈に異見がある場

合には、会社の解釈によることとする。

-本合意を重んずるために合意書を2部作成し

会社と労働者代表がそれぞれ署名様印する。

1993年11月9日
会社:源進レーヨン側代表理事・全ドクスン

労働者:源進レーヨン閥労働組合

委員長兼非常対策委員長・黄東燦

副委員長兼非常対策委員・申ヒョンテ

代議員兼非常対策委員 ・べ・ギス

(立会人)立会人はそれぞれ本人が所属する機

関ならびに団体(任意団体を含む)を代表し、本

合意事項を確認し、各機関または団体が上記の

合意事項の履行に必要な処置をつつがなくと

るために、それぞれが署名擦印する。

労働部:属ソン(企画管理室長)

韓国産錨里行:黄ピヨンホ(副総裁)

非常対策委員:鄭ギファン、金ジョンシク

;I;..d・-
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労働安全衛生環境対策指針

1992年 10月連合・繁2図労働安全衛生シンポジウム

第1・週合がめざす労価安全衛生
対策の基本的な考え方

労働の人間化をすすめる

働く者にとっては、「安全なくして労働なし」と

言われるように、安全で健康に働くことは何者に

も代えがたい基本的権利である。「命と健康Jは労

働組合にとって重要な課題の一つであり、安全衛

生や作業環境に関する取り組みを、賃金や労働時

間と閉じレベルの課題として位置づけ、労働組合

運動全体としての取り組みを行う。

連合は、労働安全衛生の課題を「ゆとり・豊か

さ」を実現させるための重要な柱として追求する。

機械・設備、技術や仕事に人聞を従属させるの

ではなく、労働のあり方についても労働環境や労

働条件を労働者に合わせる一つまり、「労働の人間

化」をすすめるための不断の努力が政・労・使と

もに求められている。

スウェーデン、デンマーク、ドイツでは、 1960

年代の後半以降「労働生活の質の向上」や「労働

の人間化」が実践されており、その精神はICF

TU(国際自由労連)の基本方針や1L O(国際労

働機関)の条約・勧告に反映されている。また、欧

米では労働安全衛生がポスト時短の取り組みとし
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て最重要視されている。

これまで日本の労働安全衛生の取り組みは、職

業病、労働災害の大幅な減少が追求され、心と休

の健康づくりへと発展してきた。

連合は、直接的な災害や疾病対策を強化するこ

とは当然であるが、労働や環境に起因する災害や

疾病を広く対象とし、総合的な対策を推進する。

そして、活動の重点を事故や疾病を起こさせない

ための予防対策に置きつつ、災害や府高が発生し

た場合は、治療、補償の取り組みを推進していく。

1992年の労働安全衛生法の改正で快適職場環境

の形成促進の呉対策が策定されたJ快適職場環境

の形成」の謀題は21世紀につながるものであり、

労働者の自主性が尊重される快適職場づくりに努

める。特に人間工学の最新の研究・技術水準が活

用されなければならない。快適職場づくりに、大

幅な労働時間短縮の促進は欠かせない。

2 事業主責任の明確化

事業主が労働者を雇用した場合は、労働者を安

全で健康な状態で働かせる責務を負っており、安

全と健康についての事業主責任をより明確にす

る。

また、安全と健康の取り組みに関して、国・産

業・企業の各レベルで労働基準法や労働安全衛生

法に規定されている労働条件の労使対等決定原則

の確立を一層推進する。

労働者には、少なくとも次の権利の確立が重要

である。

①働く者が職場環境、機械設備、取り扱ってい

る化学物質等の有害性等について知る権利。

②安全と健康に閲する問題について、働く者の

参加を保障し、事業者と協議の上、必要な改善

策を具体的に進める権利。

③生命または健康に明白な危険が予想される場

合には職場から退避し、就労を拒否する権利。

また、災害が発生した場合には、労働組合が参

加して現地調査を行った上で問題点をチェック

し、対策を講じる。中止した操業の再開にあたっ

ては、安全性カf確認されない限り就業しない。

3 労働組合、労働者の参加の促進

国・地方自治体の安全衛生機関のあらゆる場

で、労働組合・労働者の意志決定への参加を促進、

強化する。また、これらの機関の運営は、政・労

・使の3者協力を基本に、政府の指導、使用者の責

任、労働組合の協力というそれぞれの投劃を果た

していく。さらに、労働安全衛生活動の成果を上

げるために、日常的な労働基準局・労働基準監督

暑との連携、事業主団体との協議・協力の場の設

置、内容の充実を追求する。

企業・職場レベルで、安全衛生管理者の選任、

安全衛生委員会の運営、産業医の選任などの安全

衛生管理体制について労使で協議・決定し、労働

協約の締結、内容の充実を促進する。

4 地域住民への情報公開

.職場と地域住民は環境を共有している。第80回

ILO総会( 1993年)で採択された「大規模労働災.

害防止条約・勧告」にも、施設周辺の住民と環境

も危険の保護対象になることが明記されている。

「住民の知る権利」を重視し、企業がその施設近憐

の住民に対する安全と健康に関して必要な情報を

提供するよう、取り組みを強化する。また、有害

・危険物質の漏洩、火災、爆発の防止対策と事故

発生の場合の地域住民への影響を最小限度にとど

める対策を強化する必要がある。

5 環境保全対策の強化

職場の安全衛生活動と環境保全は結びついてお

り、公害発生と職業病発生は一体のものである。

1C FTU r労働安全衛生と環境」の方針に沿っ

て、労働組合の「知る権利Jと 意志決定への参

加の権利Jを軸に環境保全対策を強化する。

第2軍わが国の特徴的な労働

安室衛生の現状

1 建設・林・鉱業等、小規模事業所に

多発し、大型化する労働災害

わが国の労働災害は、死亡者数でみると、労働

安全衛生法の施行時。 9 7 2年)には6. ∞0人近くに

上っていたが、 1992年には2.300人台へと減少し

た。しかし、 1992年の労働災害統計を業種別にみ

ると、建設業が死亡災害の4 2 % 、総数で166件に上

る重大災害(一時に3人以上の死傷者を伴う災害)

の45% を占めている。

また、 1992年の重大災害は前年に比べて30件減

少したものの、公共事業や化学工場を中心に災害

が大型化している。

さらに、休業4日以上の死傷者数は19万人に追っ

ており、事業所規模別にみると 100人未満の中小・

零細事業所で全体の8 0 %の災害が発生しており、

業種別では製造業と建設業で6 0 % を占めており、

型別では物や機械へのはさまれ・巻き込まれ

(19.4%) 、建物などからの墜落・転落(18.5%)が

上位を占めている。業種別の度数率(100万時間あ

たりに発生する死傷者数の割合)をみると、林業

(9.97) 、港湾運送業(4.12) 、一般貨物自動車運送

業 (4.08) 、鉱業(2.75)が際だって高い数値を示し

ている。また、サービス産業の多様化と労働者数

の糟加によって、第三次産業における労働災害の

割合が年々高まっているのも特徴に挙げられる。

2 疲労が増大している暗唱

連合の「安全衛生に関する調査J(1992年)によ

れば、過去3年間の傾向としてほぼ半数(46%)の事

業所で疲労度が増していると答えている。疲労度

が少なくなっているとの答は8 %に過ぎない。また

同じく、過労が原因で病気、事故、その他の問題

があった事業所は3 0 % に遣しており、前回調査

(19 89年)の2 8 %上回っている。

向調査で、過労が原因と思われる事故や病気の

種類をみると、「腰痛」、「胃潰痩・十二指腸潰第」

の2つがそれぞれ4 2 % 、39% と高い比率を占める

が、壮年期の急死の主因である「脳・心臓疾患 も

35% と、かなり高い。同調査で過労をもたらした原

因をみると、 仕事量・密度の拡大J (61%に 時

間外労働が多いJ(52%) 、漂夜・早朝勤、変則勤

務が多いJ(30%)が目立っている。また、事業所

規模が大きくなるにしたがって、 メンタルヘルス

問題 を原因に挙げる事業所が増える傾向にある。

とくに疲労問題が漂刻化し、脳・心臓疾患を中

心にいわゆる「過労死」カf社会問題化している。

3 成人病とストレスの増加

近年、脳・心臓民軍、糖尿病、高血圧性疾患な

どの成人病の増加が職場の健康問題の中心になっ

てきた。また、 VDT・監視作業の培加に伴うテ

クノストレス、人間関係を含む慢性的なストレス

の増加も問題になっている。心と体の健康づくり

の対策強化が必要になっている。

.3. ~(lif~ftj~石è~fi
前述した問題点の克服のために、日常的に安全

衛生活動を強化し、労働災害、職業病の減少をめ

ざし、労働者の心身両面にわたる健康の積領的な

保持増進、快適職場環境づくりをすすめる。

1 安全衛生管理体制の充実

安全衛生(衛生)委員会の設置・円滑な開催、産

業(健康管理)医等の選任に際して、労使が協議・

決定の上すすめる。とくに、産業匿の人選に際し

て、労組の同意権を壇得し、さらに常勤化をめざ

していく。また、安全・衛生管理者、安全衛生推

進者、作業主任者等の選任・機能強化についても、
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労働組合との協議・決定を推進する。さらに、総

括安全衛生管理者はその事業所のトップクラスの

管理者の選任を要求する。

労働災害が中小規模事業所で多く発生している

実を重視し、固に対し、法令で安全衛生委員会

の設置や安全・衛生管理者、産業医等の選任が義

務づけられている事業所の労働者数による規模別

制限の引き下げを要求する。

とくに産業医の中立性の担保と機能の抜本的な

強化が必要であり、固に対して労働安全衛生法の

改正で健康診断の結果に基づき適切な事後措置を

行使できる条件の整備と抱限をもたせたり、産業

医の配置義務を 50人未満の事業所に拡大し、中小

企業向けに地域産業医制度の創設を求める。

2 健康診断の充実

労働安全衛生法に基づく定期健康診断、有害物

質を扱う労働者の特別健康診断の充実が必要であ

る。固に対し、労働安全衛生法の改正によって 1989

年から加えられた成人病検診の項目一心電図、血

液、肝機能、尿の検査の完全実施の指導の強化は

もちろんのこと、ガン検診項目の充実を求める。

企業・職場レベルでは、健康診断の成人病検診

項目の充実を図り、健康診断の充実のために産業

医との連携を強化し、安全衛生委員会への意見反

映に努める。

3 作業環境苅策

快適職場環境形成の施策が出されている中で、

作業環境の改善を積極的にすすめていかなければ

ならない。作業環境測定方法は騒音等について改

善されてきたが、他の項目については現在の方法

は欧米に比べて立ち遅れている。固に対して、作

業環筑測定について個人を対象にした個人サンプ

ラ一方式(ばく露測定)の導入を求める。

4 安全衛生教育の徹底

国・地方自治体には公的な安全衛生教育施設と

教育内容の充実に努めることを求め、とくに労働

災害の発生率が高い業界に対しては安全衛生教育

の個別指導を行うことを求める。

企業・職場レベルの安全衛生教育は、法令に基

づくものは当然として、有給の教育・研修制度の

充実をはかる。

国・自治体は、 ME(OA. FA )機器導入の進

展にともない、その及ぼす悪影響に対して、労働

科学、人間工学の研究成果を十分反映した施策を

すすめるべきである。

企業・職場レベルでは、 VDT作業のためのガ

イドラインを作成し、対策を強化する。また、産

業用ロボットの安全対策を強化する。

5 労働災害防止対策

建設業、林業、港湾運送業、一般貨物運送業、

鉱業などの業種や小規模事業所での災害、公共事

業、化学工場等の大型災害、業務交通事故災害、

プレス災害が多発している実態の中で、企業・職

場レベルでは安全衛生管理体制の充実、法規遵守

を徹底させる。国・地方自治体には公平・公正・

公開の原則に基づいて、法改正等を含め安全指導

の強化を求める。

国・地方自治体に対しては、機械・器具の製造

・加工・譲渡J 輸出の各段階において安全装置の

装着を含め、労働者が安全に作業できるよう最大

限の検査・監視を行うことを求める。また、労働

災害発生の実態からみて、安全性が低い機器につ

いては必要に応じて各級審議会で対策を検討し、

早急に安全な機器への転換を行わせるための指導

を求める。

6 有害物質対策

国・地方自治体は、新規化学、有害物質に対す

る施策を強化するとともに、既存物質を含めて安

全・衛生面の対策を強化し、「化学物質等の危険有

害性等の表示に関する指針J0993年4月)に基づく

安全データシートの作成・交付の指導を強化する

ことが必要である。また、国・企業に対し化学・

有害物質を扱う労働者に関して、個々の労働者が

過去に扱ったり、現在扱っている物質を記入でき

る職歴手帳の受付を求める。

企業、職場レベルでは、有害物質に閲して、労

働安全衛生関係諸法令の規定にしたがって取扱

い、有害性が不明な新規化学物質を取扱う(給送を

含む)場合にはその安全性と有害な場合の対策が

明確にならなければ使用しないという態度で望

む。

7 職業性疾病対策

労働者の職業性疾病には、職業病(狭義)、労働

関連疾患(労働要因を原因の一部とする鎖乙患・広

義の職業病 、労働要因以外を含む環境要因による

民守、があり、いずれも大きな課題である。このう

ち、職業病(狭義)は、従来より労働組合がその根

絶のために取り組んできたものであるが、化学物

質による被災、紛じん障害、職業がん、腰痛、け

い腕・振動障害、騒音、電離放射識障害、その他

の職業性疾病があとを絶たない。疾病別対策の強

化が必要であり、対策を強化する(具体的対策は後

掲資料で記述)。

8 過労問題と労働関連疾患対策

「過労死Jが社会問題化する中で、過労問題への

対応が求められている。連合は、「過労問題プロジ

ェクト報告J (1 992年3月)をまとめた。以下、報告

の概要を示す。

固に対し、過労問題に関して、安全配慮義務違

反対策の強化、産業医制度の強化と成人病健康診

断の完全実施、「労働関連民号、 JIこ閲する対策指針

の策定、「安全就業ガイドライン」の策定、労災認

定の改善、労働関連民患に関する給側j度の創設、

産業・企業の労働者の職場別疲労度に関する疫学

調査の実施などを求める。

また、過労問題、労働関連疾患が多発する企業

・聴場では、原因を究明し、その結果に基づき、

企業などに「ドクターストップ」をかける体制づ

くりを追求し、労使協譜の強化、安全衛生管理体

制・成人病鍾康診断の完全実施、労働関連疾患対

策の確立などを求める。

9 心と体の健康づくり

成人病、ストレスの得加の中で、職場環境整備

の対策、日常的な心と体の健康維持・増進活動が

求められている。

「連合安全衛生に関する調査」によっても、特に

企業規模が大きくなるにしたがってメンタルヘル

ス対策の相対的な比重が大きくなっている。国-

自治体は、メンタルヘルス対策を重視し、強化す

べきである。

企業・自治体レベルでは、 VDT労働、サービ

ス産業等の婚加に伴うストレスの糟進に対して、

安心して気軽に相談できる体制づくりや織場のス

トレス要因対策を強化していくことが大切であ

る。その場合、憧康に関するプライパシーについ

ては、保健・医療スタッフなど健康管理部門が一

元管理を行い、労務管理部門との区分けを行うべ

きである。

近年取り組みがすすめられている THP( トー

タル・ヘルス・プロモーション・プラン を、健康

対策にとどめず、快適職場環焼づくりから生活習

慣の改善までを含む総合的な取り組みとして推進

していく。同時に、疾病治療中や持病を持つ労働

者にも配慮した職場環境づくりをすすめる。その

ために、固に対してスタッフの培員 条件の改善

・助成の拡大を含め、制度の改善を要求する。ま

た、中小企業勤労者福祉サービスセンターにおけ

る健康・医療相談窓口の常設化、内容の充実につ

いて支援の強化を求める。

健康づくりの推進にあたっては、働く者の自主
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的参加を前提にして、労使が直接参加化する安全

衛生委員会とつながった「安全・健康サークル(仮

称)Jなどの活動を通じて総合的にすすめる。この

活動は個人の自主的活動にも活かされるものにし

ていく。

10 配慮が必要な労働・勤務対策

(1)安全衛生対策上も、障害者にやさしい施設、

母性保護対策、高働者の体力を考慮した施策と

企業・職場レベル対策を求める。

(2)早朝・諜夜勤の回数を減らし、休日婚を実現

するなど、交替制勤務の改善対策を推進してい

く。また、労働安全衛生管理、健康管理が困難

な屋外作業について、労働組合、労働者の参加

で職場環境の改善をすすめる。

(3)海外勤務者の赴任前・帰国後の憧康診断を完

全実施し、赴任地における安全・鑓康対策を行

政の援助、企業の責任で行わせる。

(4)企業・職場レベルでは、外国人労働者の安全

衛生教育に力を入れ、職場で必要な箇所につい

ては、標識、掲示等に母国語、図解などを用い、

外国人労働者が理解しやすい方法を追求し、国

・自治体にはそのための標識・掲示等の統一に

ついてのガイドラインの作成について指導・援

助を求める。

1 1 t :知直臨場づくり

連合は、快適職場環境の形成がこれまでの安全

衛生対策を一層すすめ、労働者個々人の快適性を

追求するものとして重視する。

国・地方自治体は、「快適な職場環境の形成のた

めの指針」の周知徹底をはかり、中央及び都道府

県快適職場推進センターの充実を進めるべきであ

る。その陽、低利融資制度及ぴ中小企業グループ

への磁場改善機器の助成制度の普及を求める。

企業・職場レベルでは、快適車場環焼の形成に

関して事業者が講ずべき措置を確実に履行させ

る。その際、労働組合、関係労働者の意見を十分

汲み上げるよう求める。また、「快適職場形成推進

計画Jに労働組合、労働者が積極的に参加し、働

く者の自主的参加を前提にした「安全・健康サー

クル(仮称 )J などを通じて、快適職場の形成を推

進する。

12 労働災害・公務災害補償制度

連合は、「労災認定の改善に関する連合意見」

0991年8月)を発表し、国に対し被災者の救済対策

の改善を要求してきている。

今後とも固に対し、この 連合意見」に基づい

て、①業務上外の認定決定にあたって主治医の意

見の尊重、迅速な決定、決定理由・諸データの公

開、②労災認定基準についての抜本的な見直し一

例えば、業務の過重性の評価にあたっては「発症

前1週間より前の業務」を「付力目的要因」にとどめ

ず「本要因」とするーを要求する。

13 エイズ苅策

厚生省の発表(1991年12月現在)によっても、日

本のエイズ患者数は543名、感染者数2.551名(凝固

因子製剤からの感染を含む)となっており、このま

ま推移すると憂慮すべき事態が予想される。労働

組合としても、エイズ対策をすすめる必要がある。

その場合、国・自治体に対して予防のための正

しい知識の普及と検査を望む全ての人が無料のエ

イズ検査を受けられるよう求める。

企業・職場レベルでは、予防のための正しい知

識の普及をすすめるとともに、エイズに感染しや

すい職場については予防対策を強化する。また、

エイズ患者、感染者に差別が行われないよう、労

使ともに対策をすすめていく。

14 労働安全衛生法等間違法規

連合 指針」に沿って、労働安全衛生法(以下、

労安法と略す)等の改正については、当面以下の内

容を求める。

(労働者の権利)

.事業者は、職場環境、機械設備の安全・衛生に

関する情報、取り扱っている化学物質等の有害

性について、関係する労働者が請求した場合は

公表すること。

2.安全・衛生問題についての労使対等決定原則

を明記すること。

3.労働者の生命または健康に明白な危険が予想

される場合には、職場から退避し、就労を拒否

する権利の保障。

(安全・衛生委員会)

.常時使用する労働者の数が0人以上の事業場

は安全・衛生委員会を設置すること。

5.30人未満の事業場には、安全・衛生委員会に準

じた「安全・衛生協議会」を設置し、労使で関

係労働者の意見を聞くこと。(労安法17 、18 、19

条)

(産業医関係)

6.常時使用する労働者の数が30人以上の事業場

は産業医の選任を行うこと。

7.30人未満の事業場には、現行産業医制度に準じ

た地域産業医制度をつくり、対処すること。

8.健康診断・カウンセリングの事後措置につい

て、事業者に産業医の勧告に基づき必要な措置

を行うことを義務づけるなど、産業医の権限の

強化。

9.産業医の選任及び解任は労働組合の代表者も

しくは労働者代表の同意を前提とすること。(労

安法13条)

(罰則の強化)

10.安全衛生推進者等の選任(労安法12条の2) 、特

定元方事業者の講ずべき措置等(同 29条)、健康

診断の事後措置(同66条7項)などを行わない場

合に罰則を適用すること。

11 .事業者の安全健康配慮義務を具体的に明示し

て、必要な罰則を設けること。(労安法65条の3)

12 .労安法違反により罰則を適用する場合には、

原則として過失がある場合も処罰すること。

(健康管理手帳の受付の縮大)

13 .発がんが確認できた物質を取り扱う業務に従

事した者が離職するときの健康管理手帳の吏付

の対象業務を拡大することとし、当面、石綿、

ベンゼン及び化学用コークス炉などを適用する

こと。(労安法67条、労安法施行令23条)

(作業環集測定の適切な実施)

14.作業環境の劃定方法として個人サンプラ一方

式を導入し、実際のばく露に近い温度を重視し

て測定し、評価するように改めること。(労安法

65条2項)

(公務員への労安法の適用)

15 .国家公務員(非現業)には労安法の適用がな

く、地方公務員(非現業)にも一部適用が除外さ

れている。公務員(非現業)にも労安法の適用を

行うこと。

(労働災害防止指導員の位置づけと権隈の強化)

16.r 副|令」という唆昧な位置づけではなく、労

安法に根拠規定を置き、事業場に対する独自の

調査権等の権限を与えるなど権限を強めるこ

と。

(悶労個雌脂の倒当齢

1 連合.構成組織.地方連合会の取リ組み

(什1)職場の安全衡生の取リ組みの強化

安全衛生活動は職場が原点であり、職場の全

員参加の活動を促進するため、創造的な活動を

行う。

全国安全週間、全国労働衛生週間に合わせて、

安全衛生委員会や労使の安全衛生代表の下で、

全国的に職場で使用原料、機械などの安全チェ

ックを含めたチェックリストに基づく「安全と

健康チェック活動」を実施する。
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「安全・健康サークル(仮称)Jなどを通じて、安

全で健康で快適な職場づくりに取り組む。

(2)術成組織・地方連合会による労働安全衛生対

策会識の設置

すべての構成組織、地方連合会に「労働安全

衛生対策会議」を設置し、単組閣の情報交換、

対策指針を作成し、労働安全衛生活動の活性化

をはかる。

(3) 産業別・地方労使安全衛生会譜(仮称)等の世

置

可能な構成組織は、単産ごとに産業別労使安

全衛生会議を設置し、定例会譜を開催する。

また、可能な地方連合会は、地方事業主団体

等との安全衛生会識を設置し、定例会識を開催

する。

(4) 各労働安全衛生団体との連携

中央労働災害防止協会、産業保健センターな

ど諸団体との連携を漂め、運営に闘して労働者

代表を正式に役員に参加させ、積極的に意見の

反映をはかる。

また、民間の労働安全衛生団体との積極的な

連携を強化する。

(5) 全国セイフティー・ネットワーク等の取リ組

み

構成組織、地方逮合会の協力で、安全衛生委

員会の労働者側委員の全国セイフティー・ネッ

トワークをつくる。

また、権成組織、地方連合会の協力で、労災

防止指導員及び労働保険審査会における労働側

参与のネットワークを確立する。

(6)連合安全衛生センター(仮称)の位置

この指針を踏まえ、「連合安全衛生センター」

の設置に向けた取り組みをすすめる。なお、当

面の取り組みは、①安全衛生に関する政策・制

度づくりの強化、法令改正の実現、②安全衛生

に関する情報提供、③安全衛生担当者の養成・

教育の実施、④構成組織、地方連合会の安全衛

生活動支援、などとする。

地方連合会レベルにも、①安全衛生担当者の

養成・教育の実施、②安全衛生に関する情報収

集と広報活動、③安全衛生に関する学習資料・

教材などの発行、などの役割を持つ「安全衛生

センター」設置をめざし、拡大に努める。

2 国際的な労働安全衛生活動への積極的参加

1CFTUの労働安全衛生活動に積極的に参加

し、 1LO等の活動の強化をはかる。

とくに、 1CFTU-APRO(国際自由労連ア

ジア太平洋地域組織)の労働安全衛生活動に積極

的に参加し、アジア・太平洋地域との交流、協力

・支援を強化する。

また、日本の海外進出企業、その他多国籍企業

の現地における安全衛生面のチェックを強める。

さらに、国際貢献の一環として、安全衛生の分

野についても、労働組合参加によるODA(政府開

発援助)資金の有効な活用を求める。

川・圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・圃・・・・・・・・圃・
川3すぴ

この「労働安全衛生環境対策指針Jは、連合の

安全衛生対策環境対策の中期的な方向を示したも

のである。

第2回労働安全衛生対策会議(1990年 12月)にお

いて「指針」策定作業着手を確認して以降、労働

安全衛生対策会議で医師、労働安全衛生・科学専

門家のヒアリング、「過労問題プロジェクト報告」

(1 992年2月)、「労働安全衛生に関する調査」結果

(1 992年9月) 、 「第2回労働安全衛生シンポジウム」

(1 992年 10月)を実施し、その成果をできるだけ反

映したつもりである。

連合は、策定した本「指針」及び別紙「職業性

疾病対策」に基づいて、具体的な取り組みを行っ

ていく。各構成組織、地方連合会、地域連合会、

単組の最大限のご協力をお願いする次第である。

また、安全衛生環境対策は状況の変化に伴って

日々変化するものであり、今後の情勢の進展に伴

って必要な安全衛生環境対策の補強を行 開fr.II
っていく。 民w温

*r指針」策定までの経過

92.12.15第 11回対策会議 作成に向け意見変換

93. 2.24第 12回対策会議 「指針」骨子(第l次案)

討議

4.15第1回作業委員会「指針J(第1次案)作成

4.20第 13回対策会議「指針J(第1次案)討議

5.24第 14回対策会議「指針J(第2次案)討議

8.25第2回作業委員会「指針J(第3次案)作成

9 . 1第 15回対策会議「指針J(第3次案 討議

「指針」として確認

9.20第27田中央執行委「指針J報告、了承

女労働安全衛生対策会議

座長安藤弘靖

副座長矢湾寿義

「指針」作成作業委員会 中桐伸五(自治労)

富永賢次(鉄鋼労連)

柿崎直和(全化連合)

深瀬清祐(合化労連)

連合事務局来国弘(法規対策局長)

吉田和道( 同 次長)

熊谷謙一( 同 次長)

«別紙»廊禦性疾病苅策について

「指針」本文に示した職業性疾病の個別対策につ

いて、主要な疾病に関する予防対策などの概要は

次のとおりである(本文で触れられている疾病は

除く)。

1 腰痛症

腰痛症は、わが国の職業性疾病全体の6割強を占

めている。業務上の腰痛には、業務上の負傷等に

よる「災害性腰痛症」と、それ以外の「非災害性

腰痛症Jとがある。腰痛の防止に向けて、聴場で

は、業種や作業の特徴を考えつつ、腰痛予防のた

めの総合的な対策を立案する必要がある。また、

ー腰痛傾向のある労働者に対しては、作業内容に無

理がないような配慮が必要である。行政は、予防

に関して2つの通達( r重量物」、「社会福祉施設J)

を策定しているが、労働者の日常生活における健

康場進の視点も含め、総合的な予防指針の策定を

求めていく。

2 顕肩腕時害

顕肩腕障害は、キーパンチャー業務などの典型

的な作業から、上肢に負担をかける業務全般、例

えば、看護、調理、商品の訪問販売者などにも広

がりを見せている。予防対策の中心は、上肢に負

担をかける業務について、作業内容の軽減と、特

別な健康診断を実施することである。また、頭肩

腕障害の広がりに対応し、関連する作業内容の軽

減と就労回復のための措置をとる必要がある。特

別憧康診断は、該当する労働者について 年2回実

施する必要がある。行政には、顕肩腕障害全体に

対する予防のための指針と、それに対応する通遣

を策定し、指導を強化するよう求める。

3 じん肺、合併症

じん肺は、最も古い職業病の一つであるが、現

在も、職業性疾病全体の1割、長期療養者の半数以

上を占めている。また、肺結核、気管支炎、肺が

んなどの合併症を伴うことが多い。 1960年に「じ

ん肺法」が制定され、予防、健康管理、政府の措

置などが定められ、 1985年からは「紛じん障害防

止総合対策推進要綱」が策定されている。予防対

策は、じん肺法、同施行規則、「推進要綱」などに

よる措置、ならびに、それを上回る措置を実現す

ることである。じん肺は、近年、製造業全体など

に広がる傾向があり、予防対策の強化が必要であ

る。行政には、じん肺法などに基づく措置の強化、
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法制度の改善などを求めていく。(「じん肺問題対 
策について」1992年12月第11回安全衛生対策会議 
で確認)
4アスベスト暉害

アスベスト(石綿)障害は、主として、建設業、 
製造業などで発生し、主な症状は、石綿肺、肺が 
ん、胸膜•腹膜の中皮腫などである。関係法令と 
しては、じん肺法、「紛じん則」(紛じん障害防止 
規則)などがある。予防対策としては、アスベスト 
作業からの転換をはかるとともに、関係法令に基 
づく予防対策、ならびにそれを上回る対策を推進 
し、関連労働者の健康管理の徹底を行うべきであ 
る。行政には、アスベスト作業からの転換促進の 
支援•助成を求めるとともに、発がん防止対策、 
個別管理を含む健康管理対策の強化、法制度の改 
正を含む施策の強化を要請する。
5白ろう病•振動陳害
振動障害には、チェーンソー、削岩機などの手 
腕系振動による障害と、トラクターなどによる全 
身振動障害とがある。予防対策として、①健康診 
断の徹底、②振動機械の変更、改良、③振動機具 
等の特性に対応した作業時間の規制、誹業内容、 
姿勢、寒冷時の保温対策などを徹底する必要があ 
る。とくに、新たな工具•機械や作業の変化によ 
る振動障害の多様｛匕への対策を強化し、作業時間 
の編成についても、振動周波数、強度(振動加速 
度)の特性に十分対応したものとするべきである。 
行政には、工具•機械の安全確保対策の強化、総 
合的な予防指針の策定、振動特性に対応したきめ 
細かい安全対策の確保などを求める。また、「振動 
障害の治療指針」(1986年)の見直し、施策の強化 
を求める。
6騒音•難聴
騒音による難聴には、爆発事故などに伴う災害

TO聴と、騒音への長時間の暴露などによる非災 
害性難聴とがある。予防対策として、法的に規制 
されている有害業務としての騒音ばく露の一掃を 
はかることは当然であるが、騒音を有害かつ不快 
なレベル以下に軽減するため、つぎのような取り 
組みを強化する。①騒音源の改善、遮音装置の強 
化、②騒音源や作業に対応した適切な騒音レベル 
の設定、③健康診断の強化など。行政には、騒音 
障害防止についての総合的な施策の強化を求め、 
とくに、周波数とばくa時間を配慮したガイドラ 
インを策定するよう求める。
7放射線陣害•電磁波陣害
電離放射線障害ともいい、エックス線、ガンマ 
線などへの被ばくにより発生する。予防対策とし 
ては、電離放射線障害防止規則(1990年改正>に基 
づき、放射線からの防護、環境整備、健康管理な 
どを徹底し、国際放射線防護委員会(ICRP)の 
勧告水準での予防対策を行うべきである。被ばく 
線量に関する個人管理を徹底する必要がある。放 
射線源の状況等により、管理区域内の放射線量の 
分布や体の部位による被ばく量などについて、き 
め細かい対策が必要である。行政には、電離放射 
線障害防止規則を、ICRP勧告、あるいは、そ 
れを上回る水準とすることなどを求める。
8異常気圧
異常な高圧または減圧による障害は、潜水、港 
湾工事、海洋開発関連工事などに発生している。 
高圧での症状としては、気圧傷害、酸素中毒、「窒 
素酔い」などが、減圧関係では、減圧による負傷、 
「潜水病」などがある。予防対策としては、急激な 
加圧、減圧を避けること、高圧下での酸素、窒素 
の圧力(分圧)に注意すること(一定以上で意識障 
害などが起きる)などである。髙圧作業は、日常的 
な作業とは異なる環境で行われるため、十分な安 
全対策が必要である。行政には、新しい高圧作業 
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にも対応しうる、総合的な予防対策のガイドライ 
ンづくりを求める。
9化学物質障害
化学物質は、主なものでも5万種類を超すといわ 

れ、新規届出物質も毎年500を超す状況であるが、 
有害性を示すものが少なくない。ベンジジン、塩 
化ビニル、コールタールなど54種類の物質につい 
ては「特化則」(特定化学物質等障害予防規則)が 
定められている。予防対策は、物質の特性により 
異なる。「特化則」の対象物質については、まず、 
規則に基づく、製造管理、作業管理、健康診断な 
どの措置を徹底する必要があり、さらに、「特化則」 
を上回る予防対策を講ずるべきである。他の多数 
の化学物質についても、毒性等に関する的確な情 
報提供を行い、「特化則」などに準ずる措置を強化 
すべきである。行政には、対象物質の拡大を含む 
新規有害物質対策の強化、混合物質対策、長期間 
低濃度ばく露対策の強化などを求める。
10有機溶剤障害
有機溶剤は、一般に使われているものでも、ベ 

ンゼン、トルエンなど500_近くがある。用途も 
広く、塗料、油脂、化学繊維、合成樹脂、写真、 
農薬、医薬品、甘味料などに及ぶ。多用される54 
種類について、「有機則」(_溶剤中毒予防規則) 
が策定されている。予防対策は、「有機則」の対象 
物質については、規則に基づく特殊健康診断、有 
毒ガス対策、その他の措置を徹底することが基本 
である。また、「有機則」対象外の物質も多いこと 
から、事業所で使用する有機溶剤すべてについて、 
毒性と中毒予防の方策を確立する必要がある。行 
政には、対象物質の拡大を含む「有機則jの強化、 
複数の有機溶剤の混合、低濃度•長期間ばくSな 
どへの対策の推進などを求めていく。
11金厲物質障害

金属物質障害は、鉛、水銀、クロム、マンガン 
などの金属物質の製造工程、加工工程などにおい 
て発生する。予防対策は、物質の特性により異な 
る。鉛については、「鉛中毒予防規則j (以下「鉛 
貝!Jj )等による、管理、測定、健康診断などの 
措置、予防促進に関する通達(昭和47年)の内容を 
徹底する必要があり、さらに「鉛則」を上回る予 
防対策を講ずるべきである。他の多数の金属物質 
についても、有害性等に関する的確な情報提供と 
表示を行い、関係法令を上回る措置をおこなうベ 
きである。行政には、関係規則、通達内容の強化、 
金属物質の有害性に関する情報提供、製造禁止を 
含む新規有害物質対策の強化、混合物質対策、長 
期問低濃度ばく露対策の強化などを求める。

12 一酸化炭素•二硫化炭素中毒,酸欠症

一酸化炭素(CO)、二硫化炭素(CS,)による 
中毒、酸素欠乏は、意識障害から生命の危険をも 
たらす恐れがあるもので、救出者の二次災害も少 
なくない。いずれも特化則の対象物質であり、C 
S,は有機則の対象物質でもある。予防対策とし 
ては、ばく露を避けるような環境管理■作業管理 
につとめるとともに、特化則、有機則に基づく健 
康診断を徹底する必要がある。酸素欠乏症につい 
ては、「酸欠則」(酸素欠乏症等予防規則)による十 
分な措置が必要である。急性症状がとくに危険で 
あることから、救助体制の整備も必要である。行 
政には、法や規則の整備、救助体制への支援など 
を求める。
13職業性皮虜障害
職業性皮虜障害には、火傷、剌傷などの災害性 

皮虜障害と、皮膚がん、化学性皮虜炎などの職業 
性皮虜疾患がある。被災はほぼすべての産業に見 
られる。予防のためには、工程の安全性に関する 
チェックを強め、工程や機械等の改善、変更など 
を行う必要がある。職業性皮虜疾患については、
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工程の改善に加えて、作業環境全体の整備、保護

衣服、 ・保護具の使用、健康診断などを進めるべ

きである。行政には、最近の障害の実態に対応し

た予防対策の強化を求める。

14 職業性眼障害

職業性眼障害は、外傷性の眼障害、内因・間接

要因の眼障害とがある。外傷性の要因は、器物・

物体、化学物質、高熱・電気、肢射線などがある。

内因・間接要因のものとしては、職業性中毒、体

の他の部位の負傷などがある。予防は、①安全・

危険性に閲する情報の徹底、②作業訓練と習熟、

視力検査を含む健康診断、④作業環境・機械の整

備、⑤保護メガネの着用などが必要である。行政

には、失明などの重大な眼障害をなくすための取

り組みの強化を求める。

とくに、 眼精疲労などの眼障害については、 V 
DT作業が近年激増し、眼障害ならびに全身の障

害の防止が課題となっている。予防対策の基本は、

①1日時間以内、②1連続作業1時間以内 15分間の

休止と1., 2回の小休止)、③ディスプレーの輝度、

装置の位置などの調整。常時作業者には指針内容

を徹底し、「常時」以外もこれに準ずるものとすべ

きである。行政には、関連通達の改善、指導の強

化などを求める。

15 職業がん

職業がんは、発がん性のある物質、工程による

がんであり、 WHOでは約30種類の物質を判定し

ている。わが国では、予防対策、物質対策、工程

対策、調査活動などが不十分である。予防対策と

しては、それぞれの物質・工程対策(化学物質、金

属物質・放射線など)を強化するほか、職業がん防

止のための対策と情報提供、退職労働者の対策を

強化する必要がある。行政には、職業がん予防に

対する総合的な対策の確立、情報提供の強化、健

康管理手帳受付の拡大など在職、退職労働者の健

康管理対策の強化、大規模かっ恒常的な疫学調査

の実施、などを求める。

16 ストレス・精神障害

精神的なストレスによる、神経症、精神症状、

自殺などが増えつつある。欧米でも、メンタルヘ

ルスや精神的なストレスの問題は、「ポスト時短」

の最大テーマの一つになりつつある。予防対策と

しては、業務の改善、カウンセリングの充実、情

報提供、治療体制と職場の受け入れ対策などが必

要である。行政には、総合的なメンタルヘルス対

策の立案と指導、精神障害のタイプに対応したき

め細かい指針の確立を求める。

7 職業性アレルギー

職業性アレルギーは、職業に関する特定の物質

により起きるアレルギー(抗原抗体反応)であり、

薬剤、無機・有機化合物、植物、動物などを扱う

業務に発生する。予防対策としては、原因物質の

除去が望ましいが、ばく露の軽減のために、保護

具の着用、作業の改善、換気、清掃などを行う必

要がある。通常の健康診断に加えて、必要に応じ

て専門医による診断を行うべきである。行政には、

職業性アレルギーについての全国的な状況の把握

を強化し、総合的な対策を推進するよう求める。

18 細菌・ウイルス障害

細菌・ウイルス障害は、病院等病原体を扱う業

務、動物等を扱う業務、湿潤地や星外における感

染(ワイル病、つつが虫病)、海外業務における感

染がある。最近では、海外業務における感染が増

加している。予防対策は、細菌などの特性に応じ

て異なるが、感染を避けるための細心の対策が求

められる。新たな細菌・病原体について、正確な

情報に基づく的確な対応が必要である。行政には、

海外の状況を含む迅速かっ適切な情報提 阿～

供、指導の強化などを求める。 臥～

非災害性腰痛と障害等級
港湾腰痛の障害認定6年の取リ組み

逢坂裕
兵庫～鍍生也事申戸診復所

兵庫医療生協神戸診療所では、 1974年に全港湾

の職業病認定闘争によって非災害性の腰痛症など

の認定を勝ちとって以来、神戸港の港湾労働者を

中心とした労災職業病の被災者の治療にあたって

きた。初期の認定者の療養期聞がすでに 10年以上

を経過してきた 1980年代後半にはいると療養期間

の長い被災者から順次労災保険の打ち切りが行わ

れるようになった。この打ち切りによって、労災

保険の障害補償の諸問題に直面することとなり、

とくに外傷を評価の対象としている現行の障害等

級表の中で、腰痛症などの非災害性疾病が外慣に

比して等級決定上不利とならないように、また医

学的にみても正当な評価が受けられるように行政

との吏渉を繰り返す中で努力を重ねてきた。

現行の障害補償制度は根本的に改革が必要であ

るが、とりあえず現行の制度のワクの内での一定

の成果を上げることができたと考え、全国の被災

者や関係団体の方々の今後の活動の一助となるよ

う報告をすることにした。

-叫物御物物槻級協物拘留物概観腕腕徽鰯仰w p '・
崎害輔断～宮島宣言,逼南'。 王な間宮ぽ

;.,.,略物級協Wfj'///"'"

労災保険の給付のうち障害補償給付は、それが

一時金であれ年金であれ、労災保険の「出口Jに

あたるといえる。不幸にして労働による疾病、災

害を被った被災者が、生涯背負って行かなければ

ならない苦痛、それは痛みであったり、身体と機

能の欠損や低下、あるいは心の障害であったりす

るが、これに対する現行の障害補償はあまりにも

不充分かつ不適切な制度といわざるをえない。報

告の前に主な問題点をあげておくことにする。

① まず、全体として補償額が低すぎることと、

社会復帰へ向けた制度になっていないことであ

る。労災保険としての給付は年金給付が1級の平均

賃金(棟準報酬日額)の313日分から7級の131日分

であり、一時金の最高が8級国3日分、最低が14級

56日分であるから、労働福祉事業からの給付があ

るとはいえ、人ひとりの重みを考えたときあまり
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に低すぎる水準であるといわざるをえない。また、

障害はほとんど生涯にわたって続くものであるか

ら、全級とも本来年金給付とすべきで、 8級以下の

一時金は不適当である。

また、神経・精神系統の障害では、労働能力の

損失1/2で7級、1/4で9級となっているが、実際上

1/ 4労働能力を損失した人が労働現場で雇用され

ることは不可能に近く、金銭による給付だけでな

く、事業主に対して元の職場での雇用を義務付け、

これに従わない場合は罰則を適用するなど障害を

もっ人の社会復J帰へ向けた実効ある制度とすべき

である。

② 障害等級表の仕組みが災害による外傷につ

いての等級表となっていて、慢性の腰痛症などの

徐々に障害をきたしてくる疾病について適格な判

断基準がなく、やむをえず無理やりにせき柱の障

害、上・下肢の障害、精神・神経の障害に当ては

めなければならず、しかも精神・神経系統の障害

の程度についての項がはなはだズサンであり、一

貫した基準の認められないものとなっており、頭

肩腕障害や慢性腰痛症、精神神経障害などの非災

害性疾病の障害の評価に不適当なもので、非災害

性疾病に対して認定される等級はいつも低い等級

におさえつけられている。

日本における障害補償は歴史的に外傷を対象と

し、あまりにも「外傷、解剖学主義」に陥ってお

り、自に見えにくい障害については障害として認

めないという歴史が続いている。

例えば、上肢、下肢の障害については、①欠損、

②機能障害(ここでいう機能とは言葉通りの意味

でなく、関節がどの程度動かないかということを

言っているのであって、痛みがあるから動かせな

いとか、筋力の低下のために工具がもてないとい

うことは意味しない)、③奇形障害(これは骨が曲

がってくっついたとか短くなったことをいう)、④

醜状障害(癒根を残すもの)があるが、これらは全

て物差しと角度計で計ることのできるものであ
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る。

したがって、感覚麻簿やしびれ、痛み、筋力の

低下、筋緊張の増大などによる運動障害など物差

しと角度計で計ることのできないものは後遺障害

として認めないということである。たとえば、上

肢であれば握力の低下とか、針の穴に糸を通す、

タバコの先に火をつけることなどの動作ができな

いという機能障害があるとすると労災打ち切り後

の職場復帰の際は大きな問題となるであろうにも

かかわらず、労働能力の損失としては評価されな

いのである。

また、労働能力の損失については、「一般的な平

均的労働能力」なる言葉をつくりだして、被災者

の利き腕や職種、その熟練度など一切考慮しない

考え方となっており、障害の程度が同じでも、今

までの仕事ができる人とできない人があることが

無視されている。

また、労働能力の喪失を評価するといって、総

合的な障害評価を行って・いるかのごとくみせかけ

ているが、実際には障害の程度をあらわす表現が

非常にあいまいで、喪失した労働能力を正当評価

できないものになっている。(たとえば、精神・神

経系統の各級の表現はあいまいかっ抽象的な表現

となっており、労働能力の喪失が1/2であれば7級

と決定されなければならないのに、実際にはよく

て12級、たいがいは14級になってしまう。)

したがって、実際の運用に当たっては労働基準

監督署の担当官の個々の経験や地域性による格差

に影響されるところが多く、また情実によるので

はないかと思われる認定も耳にするところであ

り、正当かつ平等な等級決定となっていないのが

実情である。

③ 障害の決定はあくまで主治医の診断が尊重

されるべきであるのに、実際は全く主治医の意見

がないがしろにされている。

障害等紐の決定にあたっては、あくまで療養を

担当してきて一番患者のことを知っている主治医

の意見が尊重されるべきにもかかわらず、たった

1回の診察をした行政側の医師の意見を採用して

低い等級決定をする。主治医と局医の意見に差異

がある場合など、差異について主治医の見解を求

めるなどの労をとらずに、等級決定をしている。

また、決定した等級について本人に通知するのみ

で、現診断を下した主治医に評価した内容を明ら

かにすることを全然してこなかった。これでは全

くの密室の等級決定である。

④ また、障害認定において最も重要な主治医

が記入する障害診断書の様式がずさんなことも大

きな問題である。この障害診断書の様式もやはり

外傷偏重主義、解剖学的主義に強く影響され、身

体の欠損や関節可動域の制限の記入に対応したも

のとなっており、たとえば眼科や耳鼻科的障害に

は全く関係ない様式となっている。医学的にきち

んとした評価をしようという視点がそもそも欠落

していることを示すものである。

このように問題だらけの障害補償制度は、第ー

に、被災者を補償金欲しさに症状をおおげさにい

うものという偏見にたって、今日にいたるまで被

災者の身になった認定業務をしてこなかった労働

行政の産物である。また、補償を受ける側の姿勢

として、被災者自身にとっては労災保険給付が打

ち切りになるかどうかが最大の関心事であり、打

ち切りが決ってしまったあとは、ともすれば「も

らうもの(障害補償金)をもらえば」ということに

気をとられて障害が正当に評価されたかどうかを

見逃しがちであったとも言える。今後、被災者の

側も後遺障害の評価についてもっと関心を払うべ

きだと考える。

以下、障害等級の決定をめぐっての経過をふり

かえることにする。

叫必明概観静物物物御物御機物働腕開鍛~μ,.

しす匂滋彪だ罰由男蔀1)tJすS亦>、
H伺嚇後鱗~)'//p,

19 年に、神戸東労働基準監督署管内9名、神戸

別表1 第1次ー1987年2月28日打ち切り

出身 傷病名・年月日 障害等級

A弁天浜
退職

左膝挫傷・左腔
骨骨頭骨折

(67.10.25)

継続(のち 89年3
月末打ち切り)

B // 腰部挫傷
(73. 1. 30)

12級

C // 腰部捻挫
(77.4.11)

死亡のため請求
できず

D // 腰部捻挫
(77.1 .8)

未請求

E // 左膝内障
(73. 2.6)

12級

F // 腰部捻挫
(75.10.1)

12級

G // 腰部挫傷
(75.3 28)

12級

H // 背部控傷
(75.7.18)

12級

Iその他の
港湾退職

腰椎捻挫
(77.10.17)

12級

J // 腰椎捻挫
(78.5.26)

9級

K港湾以外
就労中

腰椎捻挫
(78.11. 10)

12級

L港湾以外
退職

第 10 ,11 ,12胸椎
圧迫骨折

(77.6.1)

11級

M // 骨盤骨折・第5腰
稚横突起骨折・
両大腿部挫傷・
右下肢血栓性静
脈炎 (80.12.18)

月末打ち切り)
12級

N // 第 l2胸椎圧迫骨
折・左下肢血栓
性静脈炎

(74.12.3)

継続(のち 89年～ I
。月末打ち切り)
10級

西労基署菅内3名、西宮労基署管内2名の災害性疾

病の療養者計14名について、症状照会があった(別
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表1参照)。

この患者さんについては、神戸診療所の以前の

所長が長期療養意見書を提出しており、監管署は

当時の意見書に基づき、治ゆ認定をすすめたいと

していたが、診療所側としては、現在の主治医で

ある田島隆興医師の意見を尊重すべきであること

を主張して、交渉の結果、監督署もこれを了承し

て、以後数回にわたって交渉の場を設定し、兵庫

労働基準局、各監督署と田島医師、兵庫被災者吏

読会、兵庫県労働者安全センター、全港湾神戸弁

天浜支部とで、該当者の受信時から現在までの治

療・症状経過、今後の治療の可能性について、話

し合った。

できるだけ、多くの人の治療を継続するよう交

渉をかさねたが、結果、 14名中の3名 (A: 左膝挫

傷・左腔脅脅頭骨折、 M :骨盤骨折・第5腰椎横突

起骨折・両大臨部挫傷右下肢血栓性静脈炎、 N
:第12胸椎圧迫骨折・左下肢血栓性静脈炎)につ

いては治療を継続、 11名については1987年2月末で

治ゆ扱いとなった。

略由縁～均鈎織物御物線解物御物級機例1';'/"
芸員を障害等級世級以准 ;:

・句物物修P P '

打ち切られた 11名については、障害等級をでき

るだけ上位となることをめざした。従来監督署は

腰部捻挫・顕部捻挫をむち打ち症なみの4級とし

て決定してきたが、診療所側は14級は低すぎると

考えて最低でも12級以上となるよう交渉し、田島

医師の追加意見を提出することなどで結局全員12
級L止上となり、 14級は1人もなかった。

その他、腰部捻挫の1名が9級となり、第10.11. 12
胸稚圧迫骨折の1名が「せき柱の奇形を残すもの」

として 11級になった。

放@ 崎僻物倒.'J'~勿物勿物'物~W, 7/. 仲世、p世

［第 2)欠~J;?3~災害性疾病の打ち切 1)
"'_,崎初物～. ...""

1988年、神戸東労基署管内13件 12名、神戸西労

別表2 第2次 -1989年2月 28日打ち切り

出身 傷病名・年月日 障害等級

a弁天浜
退職

慢性腰痛症・頚
維症・慢性膝関
節症 (75.10.1)

11級(併合)
審査請求

b // 慢性腰痛症・頚
椎症・慢性膝閲
節症 (75.8.27)

8級(併合)

c弁天浜
現役

慢性腰痛症
(75.10.3)

11級

d // 慢性腰痛症・頚
椎症・慢性肘閲
節症 (75.10.14)

11級(併合)
審査請求

e ノノ 慢性腰痛症・頚
維症 (75 .1 0.3)

11級(併合)

f弁天浜
退職

慢性腰痛症
(76.2.27)

12級
審査請求

g // 慢性腰痛症
(75. 0.3)

12級
審査請求

h // 慢性腰痛症
(75 .8. 1)

12級
審査請求

h' // 左足打撲傷
(75.10.9)

12級

1 // 慢性腰痛症
(75.10. 3)

11級

J // 慢性腰痛症
(74.7.4)

2級

k // 慢性腰痛症・頚
椎症 (75.6.3)

11級(併合)

l // 慢性腰痛症
(75 10.3)

継続後92年打ち
切り 11級

日1 // 慢性腰痛症・頚
機症 (75.8.12)

継続後92年打ち
切り 10級(併合)

n // 慢性腰痛症・慢
性肘関節症

(75.10 1)

継続後92年打ち
切り
8級(併合)

。/ 頚都捻鐙
(70.10 30)

継続後四年打ち
切り 12級

p港湾以外
退職

慢性腰痛症・頚
同腕障害

(74.12 30)

10級(併合)

基署管内4名、非災害性疾病の療養者計17件 16名に

ついて(別表2参照)、長期療養意見書の提出依頼

があり、田島医師の作成により、提出をした。

第1改の打ち切りについては災害性疾病(外傷)

ばかりであったが、第2次以降は非災害性の腰痛

症、顕維症等がほとんどであった。神戸診療所に

通院をする職業病認定者の傷病名のほとんどが

慢性腰痛症」である。この腰痛はいわゆるギツク

リ腰にイメージされるような1度の事故による捻

挫とか骨折ではなく、 20""'30年という長期にわた

って港湾荷役労働という極めて重激な業務に従事

してきて毎日じわりじわりと身体に損傷が加えら

れた結果引き起こされたものであって、非常に頑

固で難治な腰痛である。この港湾腰痛症などを現

行の障害等級表でどう評価をするのか、わたした

ちは非災害性であっても、せき柱の変形があれば

11級が認められるべきとして今後の吏渉にのぞむ

こととした。

提出後、 4回にわたって、兵庫労働基準局、各監

督署と田島医師、神戸診療所、兵庫被災者交読会、

全港湾神戸弁天浜支部とで、今回の該当者の認定

時から現在までの治療・症状経過、今後の治療の

可能性について、論議した。

今回の打ち切りにあたっての局・署の考え方

は、

① 0歳以上の療養者については、社会通念上、

一般的に就労年併といいがたいから、労災保険

の支給を打ち切る。

② xp上、骨変化等、増悪傾向がみられるが加

齢の範囲内である。

③就労している人については、就労可能である

ことからして、症状は良い、(休業補償給付を受

けていないので)アフターケアの適用だけでよ

いのではないか、ということであった。

①については、たしかに社会通倉よ、一般的な

就労年齢の常識的範囲という側面があるとして

も、ぞれを理由に一律に70障で区別をすることは

許しがたい。あくまで一人ひとりの症状、就労の

可能性に基づいて、考えるべきである。

②については、長年の過重な重筋労働の結果と

して、年省令と共に増悪しているのであって、通常

の労働をしてきた人の加脈現象とは比較にならな

いものであるから、あくまで増悪は業務起因性の

ものである。

③については、治療をしながらの就労であって、

治療を打ち切れば、急激に悪化をする可能性があ

る。月1回2年期限の制約のあるアフターケアは不

十分であることを主張した。

この論譜の中で、 70歳一律打ち切りとしない、

長年の重筋労働による骨変化というものの存在が

考えられる、アフターケアの治療回数は月3固ま

で、 2年の期限がきた時点で医師の意見によりさら

に2年の延長を認めること、を引き出した。

結果、 17件16名中13件12名について1989年2月末

打ち切り、 4名が継続療養となった。

以後、非災害性の腰痛症、顕維症等について、

現行の障害等級表でどう評価をするのかという点

についての論議を継続して行った。

" 伺略物鈎椀鈎物線御物倒担詰ノ～以後筋線～徽機物妙伊,

非災害性の巴旦変形長国旦骨折｛孟同等
吋晴 ～'酬

一連の譜論の中で、長年の重筋労働による骨変

化が存在するという考え方を引き出したが、障筈

等級に認定にあたって、災害性疾病の障害を対象

としている現行の障害等級愛で、腰痛症、顎椎症

等の非災害性の職業病の障害をどう評価していく

かが、最大の着点となった。

とくに、港湾荷役のような重筋労働を長年続け

た結果、せき柱の稚休が徐々につぶれて変形した

もの(以後圧迫変形と呼ぶ)をどうみるか。現行の

障害補償制度の中には、災害性である圧迫骨折に
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対する評価があるが、このような非災害性の変形

については該当するものがない。しかし、せき柱
に加わる圧力が一時的であるか(圧迫骨折)、累積
性であるか(圧迫変形)にかかわらず、業務に起因
するものである以上、同等に評価(準用)すべきで

あると主張した。

受渉の結果、圧迫変形を障害として評価をする、
障害診断書に 圧迫変形」の記述があれば、 11級

(せき柱の変形)とすることで、双方合意をした。

叩崎物物物倣御物物線級協物勿鱗傷物級協腕物WJffi'/"'"
等級決定の説明会の場を確保

略物物微妙い'

圧迫変形を障害として評価するという合意を前
提に、障害診断書を提出したのにもかかわらず、
実際の等級の決定がでた時点では「圧迫変形」の

ある腰痛症に対して 12級(頑固な神経症状)の評価
になったものがほとんどで、 11級の決定はわずか

2名であった。しかも 11級になったものより明ら

かに骨変形の強いのに12級とされたものがあり、

認定例を比較してみても、障害の評価の基準があ

いまいであった。
そこで、 12級で不当なものについては審査請求

をし(a,d,f,g,hの5件)、さらに、障害等級決

定についての基準を明らかにさせるため、兵庫労
働基議局に対.して、第1次、第2次打ち切り事例に

ついて障害の決定内容の説明会をするよう要求し
た。

従来、基準局・監督署は、被災者のプライパシ
ーを盾に、障害等級の決定をどのような判断のも
とに下したのかということを説明することを拒否
し続けてきた。

わたしたちは、業務遂行の指針を診療所や被災
者の代表に明らかにし、指導していくのが行政と
しての当然の義務であるとして、説明会をするよ
うに要求してきたが、ようやく実現することとな

った。こうして、この時点からは等級決定の内容

について恒常的に説明がされるようになった。こ
れは今までになかったことであり、今後、兵庫以
外でも同様に要求をしていただきたい。

"柑略物物御物物物物~腕初級物物物略物WfØ'///'
等級決定の基準かあ的まφた句物物物静wゃ;.,r.

第1回の説明会は、1989年 10月3日に行った。個
々の事案の検討の前に、この間、不審の点が多々

あったので、以下の点についての基準局・監督署
の見解をただした。
① 障害等級決定について運用している関係法
規、通達等について説明すること。

② 神経障害の評価にあたって、顕維、腰椎の根

障害をその支配する器官の運動障害としてだけ
算定するのはおかしい。そうすると、感覚麻癖
が脱落する。感覚麻療はどこで算定するのか。

③腰椎の可動域を計制する際に股関節の可動場
も入れているのではないか。「労災補償隊害認定

必携」の測定要領の参考写真はだれが見ても誤
りではないか。

④顕の神経症状のうち脊髄障害(ミエロパチー)
はどう判断するのか。

⑤ 「頑固な神経症状を残すもの J12級と「神経症

状を残すもの J 14級との差はなにか。

⑥神経症状を残し、服することができる労務が
相当な程度に制限されるもの J9級と「神経症状

を残し、軽易な労務以外の労務に服することが
できないもの J7級との差はなにか。

①については、基準局は「労災補償障害認定必
携 J 現行労災補償実務要覧Jr労災保険法解釈総
覧」のみをもとにしていて、その他には、参考に
する通達などはないと回答した。

②については、基準局は、神経根障害のとらえ
方については感覚麻簿の算定が脱落しているが、
そう記述されていればその通りにしかできないと
発言した。神戸東監督署の労災課長は、医学的に

起こりうる障害があれば、それはそれで判断する

と回答した。
③については、「労災補償障害認定必携」の説明
写真によって計測されている腰の可動域の現状の
劃定方法が誤っていることについて、局・署とも

今まで知らなかった J たしかに本文中には股関
節可動が入りやすいので往意が必漫とある」など
と発言した。

④については、顕維症からくるせき髄障害につ

いては、東署の監督課長は、障害があればそれは
それなりに判定すると述べた。

どの問題についても行政側は明確な回答ができ
ず、発言者によってまちまちでいかに今までいい

加減な障害認定業務を行ってきたかが、あらため
て浮き彫りになった。④~⑥も含めて再度明確な
回答を第2回の説明会でするよう要請した。
第2回の説明会を 1989年 10月17日に行い 基準局

より前回の質問について、以下のような回答があ
り、質疑応答した。

②の根障害による障害は、まず機能障害をとる

が、機能障害がない場合、感覚麻癖については、

終痛による障害を準用して等級を決定する。両方
ある場合については、「あくまで機能障害を優先し

てとる。感覚麻簿は機能障害がない場合だけとる」
と回答。

「他覚的」の意味について問うたが、 一般的に
医学常識範囲のもの」とか「医師の判断があるも
の」など、きわめて抽象的かついい加減なことし
か言わず、ょうするに本人の訴える症状(痛みやし

びれなど)は 14級どまりという意味しかないよう
であった。

③腰の可動域の問題については、現場では対応
できないので、労働省に上げることになるという。
「局医に意見を聞いたか」と問うと「局医に意見を
聞くよりも、おかしければ本省に上げるのがスジ
なので」といい、基準局としておかしいと判断し
たのかと問うと、返答できず、結局、 12月17日を

期限に兵庫県下の局医(整形)の意見を聞いて、間
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題ありとなれば本省に上申すると約束した。

@せき値の障害の場合、医学的に説明がつくも

のはその神経症状で評価すると回答したが、どん

な神経症状があるかと問うと、「知覚障害、感覚麻

簿、シピレ」との認識しかなく、腫反射の冗進、

歩行障害などは全く考慮していないことがわかっ

た。

⑤、⑥については、東署の労災課長は、署の現

場においても明確な線引きができずにいること、

個々の治療期間 Jなどとか、担当官の経験的な見

方によって判断されているのが実情であることを

明らかにした。

以下、個々の事例の検討に入ったが、前述のと

おり、圧迫変形は圧迫骨折に準拠するとの見解が

示されたにもかかわらず、圧迫変形がありながら

11級 に認定されなかったケースがあり、これにつ

いて局・署とも圧迫変形を圧迫骨折と同等に扱う

という見解はしていない と、 これまでの話し合い

の合意をくつがえす発言をした。この発言によっ

て、説明会はいったん中断した。

第3回の説明会は1989年10月31日に行われ、その

際、基準局と 1988年の話し合い当時の東響担当者

により、 1988年のr x - p上明らかにせき柱の変形

があるものは障害として評価をする」という見解

に誤りはない、前回、局・署ともそういう見解は

ないとしたことについては、引き継ぎができてい

なかったことを謝罪する。しかし、たしかに圧迫

変形と圧迫骨折を同等に評価の対象とするとした

が、圧迫変形の程度によって障害に該当するかし

ないかの判断があって、 11級に該当しなかったも

のもあったと回答した。

これについては、診療所側とし ては、主治医の

「圧迫変形Jの診断があれば11級 に認定されると理

解してきたので大いに不満であり議論をしたが、

最終的に、①今後の障害認定にあたっては、よく

労働の実態や障害の実態を把握して、さらに上位

の決定をするよう努力すること、②審査請求事案

についてはすでに局の手を離れているが、引き継

ぎの不十分をただし、上位決定を得られるよう局

は努力すること、③腰椎の可動域の剖定方法の誤

りについては、正式に文書で申し入れをする、④

障害等級の決定にあたっては、主治医の意見を尊

重するといいながら、実際には局医の意見を一方

的に採用し、主治医の意見をないがしろにする傾

向が強いが、今後はこのような傾向はただすこと、

そのために、主治医と局医の位置付けをどう考え

ているのか局は明らかにすること(12月17日まで

に回答することになった)をあげて説明会を終了

した。
・吻唱協偽物初級御物協物級協級協め1;;r/~,1,,~

勝在可動域則定の写真校おかしい
.刷物初級 ,.fW '"

1989年10月24日と31日に、腰椎可動域の問題と

主治医と局医の問題について、兵庫労働基準局の

見解が出され、質疑応答を行った。

腰椎可動域の問題について、基準局は「障害認

定必携J に掲載されている写真に対する意見を整

形外科医員5人に個別的に求めたが、これという意

見はなく、労働省にこの写真についての見解を求

めている。専門家会議に出した後、兵庫労働基準

局に通知されることになっていると答えた。回答

の期日を設けていなかったので、 1990年3月までに

は回答することを確認した。基準局の担当官とし

て、写真はおかしいと思うかと問うと、「労働省に

あげる必要のある疑問点が生じていると承知して

いるが、個人の見解はさしっかえる」と返答した。

切物物物物物物協物微微緩産物物~P附

主治・産句意見を尊重せふ
柑 J掛物-wo,ov

主治医と局匿の問題について基準局は、「主治医

と局医にはなんら甲乙をつけていない。同等であ

るJr協議を要する事項があった場合、局の協議会

(複数の医員で構成)にかけられる。協議会の専門

外であったり、より専門医の判断を要するとなっ

た場合、署長が専門医に依頼す

る。最終的には、署長・課長・

係長・担当者が協議して判断す

る」と説明した。しかし、実際

には同等となっていない。腰椎

可動域の制限についても、主治

医は「ある」と主張しているの

に、局医は「よく曲がる(制限が

ない)J と判定し、それが採用さ

れているように、主治医の意見

がないがしろにされている点を

指摘した。

また、主治医の意見を尊重す

るというなら、主治医と局医の

意見の相違点があった場合、ま

ずその点について主治医の意見

を聞くべきであり、他の医員に

次々と意見を求めるのはおかし

いのではないかとただした。こ

れに対しては、「そのような場合

は、主治医に再度意見を聞くよ

うに署に指導する。コンセンサ

スにもとづく決定となるよう努

力するよう指導をするJ と回答

した。

しかし、最近の事例でも現実にそうなっていな

いのが実情であり、今後の交渉事案をはじめ、労

働行政の遂行にあたっては慎重かっ誠実な業務を

実現するよう求めた。
・岬崎務～物級協働級協物御物物御物～抑柳川

可動域測定12闘志る労働省の見解
初物物線級戸 H

1990年 月24日に、労働省(補償課)の可動塚潤定

に関する見解について基準局より回答がされた。

胸腰椎の測定については、股関節の運動がどう

しても入ってしまうのはしかたがなく、障害認定

上多少考慮している。この方法については、整形

「障害認定必携」の測定方法の写真

上が改定前・下が改定後のもの

外科学会、日本リハビリテーション学会の了承も

得ている。認定必携の写真はあくまで参考なので

改めることは考えていない、単におじぎをさせた

だけの測定方法は「乱暴な測定方法である」と考

える、との見解である。また、写真の取り替えに

ついては労働省は考えていない。しかし、兵庫労

働基準局としては写真を改めるように労働省に申

し入れている。測定方法については、局医に確認

した結果、「背中を丸くして、頭を下げて」と言っ

たので測定方法としてはまちがっておらず、潤定

のやり直しはしないと基準局が報告した。

回答の内容について到底納得できないのはもち
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|非災害性腰痛と障害等級 1

別表3 第3;欠一1992年2月28日打ち切り

出身 傷病名・年月日 障害等級

1弁天浜
退職

慢性腰痛症・慢
性肘・膝・手指関
節症 (76.9.10)

10級(併合)

2 // 慢性腰痛症
(76.9.29)

12級

3弁 天 浜
現役

慢性腰痛症
(77. 1. 28)

11級

4 / 慢性腰痛症
(77 .1. 28)

11級

5 ノ/ 慢性腰痛症
(76.10.20)

12級(併合)

6 慢性腰痛症
(77 .3 9)

11級

7弁天浜
退職

慢性腰痛症
(77.5 16)

12級

8 // 慢性腰痛症
(78.3.15)

12級

8' // 左肘部挫傷・右
背部挫傷・右肩
挫慣・左膝関節
挫傷 (78.5.27)

14級

9 / 慢性腰痛症
(77.4.1)

12級

10 /ノ 慢性腰痛症
(77.3.9)

11級

11 // 慢性腰痛症
(77.2.18)

12級

12 // 慢性腰痛症
77.7. )

12級

13 ノノ 慢性腰痛症・慢
性肘関節症

(77.5.16)

12級

14 // 慢性腰痛症
(78.3.20)

9級

出身 傷病名・年月日 障害等級

15 // 慢性腰痛症
(80.1 .8)

11級

16 ノノ 慢性腰痛症
(78.6.5)

12級

17弁天浜
退職

慢性腰痛症
(77.3.11)

18 // 慢性腰痛症・頚
椎症・慢性肘閲
節症 (76.12.22)

11級 併合)

19港湾弁天
以外退職

慢性腰痛症
(76.11. 12)

12級

20 // 慢性腰痛症・頚
維症・慢性肘閲
節症 (77. 1. 11 )

11級(併合)

21 ノノ 慢性腰痛症
(77.5.17)

12級

22 // 慢性腰痛症
(78.3.11)

12級

23 慢性腰痛症
(77.5.2 1)

12級

24 ノ ノ 慢性腰痛症
(78.3.29)

12級

25 1 慢性腰痛症・慢
肘関節症

(76.10.8)

11級(併合)

26 ノノ 慢性腰痛症
(77.10.17)

9級

27 /1 慢性腰痛症
(77.5.10)

12級

28港湾以外 慢性腰痛症
(77.7.15)

11級

29 1/ 職業性頚腕症
(74.12.13)

9級

30 ノノ 頚肩腕障害
(76.9.18)

12級

ろんであるが、労働省に意見具申した基準局の責

任者、また回答した労働省側の責任の所在がはっ

きりしない。局と省のやりとりが電話や口頭であ

って文書の存在がないなど、きわめてあいまいで

あり、承知しがたいので明確な責任のもとでの納

得のいく回答を提示することを求め、確認した。

物物物務管銘銘微妙~W'
",,4物織物~W//'

その後、 1992年に入って第3次の打ち切りによる

障害等級についての監督署との話し合いの際、東

監督署の労災課長より新版の認定必携で腰椎の可

動域測定の実施要領の例示写真が誤ったものから

正しいものへと改定されたことの報告があり、今

後の認定にあたっては、各監督署の担当官に周知

をはかり、十分慎重な測定を実施するよう申し入

れ、この間題についての一応の決着とした。

前述したように、労災 10号棟式(障害補償給付等

支給請求轡)診断書があまりにずさんなので、診断

書の様式そのものを新しく作成した。この診断書

は、閏島医師が身体障害者のための等級決定のた

めの診断書用紙を参考にして作ったもので、非常

に具体的に記入できるようになっている。

第3次の打ち切り(別表3)が行われた1992年2月

末以降より、この新しい診断書に記入して提出を

することにした。

また、主治医の意見を尊重するとの合意に基づ

き、主治医診断書提出のあとの局医診察で主治医

意見との相違があった場合は、監督署は再度主治

医に意見を求めることとした。

したがって、この第3次打ち切り以後は、等級決

定前に監督署と主治医とで意見交換を行ってき

た。等級決定後に説明を受けていた前固までに比

べて改善したといえるので、今後、他の地域でも

すすめていただきたい点である。

生二時号炉 伊ウ勿P/%?'//P~

再度圧迫変形につい珍4
., ~吹'吋F

まず、監督署の示唆した各人の等級内容で圧迫

変形で11級となるべきなのに 2級となるものが5

人あったので、これについては前回第2次の際も圧

迫変形が存在して 11級となるべきなのに採用され

なかったものが多かったことをあげてただした。

これに対して、東監督署労災課長は 圧迫変形の

変形の度合いの大きいものを圧迫骨折と見なして

認定してきた」との見解を示したので、これに対

して、非災害性の圧迫変形そのものを災害性の圧

迫骨折と同等に障害認定上取り扱うのが前固まで

の合意であり、圧迫変形の軽重によってせき柱の

変形障害を採用するか否かとしたという前労災課

長の回答を得ていることを指摘した。また、圧迫

変形という言葉自体も最近の文献にでており、医

学的に認識されているものであって、変形の度合

いをレントゲン写真上数値的に測定されるものと

なうていることを述べた。これに対し、労災課長

は 前固までの合意については認識不足であった。

内容についてはよくわかったが、局医閣の意見調

整がされていないので、早急に局をあげて調整す

るよう対処したい。圧迫変形の数値的な測定方法

についても今後の認定業務にあたって参考にな

る」とし、その後 局医閣の意見の一致は見なか

ったが、圧迫変形を有意に認めるという意見があ

ったので5人のうち3人は変形障害を採用するJと

の回答をした。

一 小 吻 ～:..:_Y/!""::~~ち~~物扱_~;,ø帥〆,/N・ 

非災害性疾病の運動障害三ヲ仁、て
・句4崎働機脚μ,

oさんについて、胸腰椎の運動制限は左右屈は

度(正常可動範囲100度)で/2以上制限されてい

るが、前後毘が50度(正常可動範囲 度)で1/2以下
なので運動障害は採用できない」との監督署の見

解に対して、 障害認定必携」のせき柱の運動障害

の8級の記述では、 6級のせき柱の 著しいJ運動

障害の記述のようなfJ/2以上制限されたもの」と

違い、「運動可動領域が正常可動範囲のほぼ1/2程
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度にまで制限されたもの」と記載されており、一

方が112以上で、一方が112に近い状態の場合、「ほ

ぽJの範囲内として8級は採用されていいのではな

いかと主張した。

労災課長は、「障害認定必携」の文童話では、その

前段に「エックス線上明らかなせき椎圧迫骨折又

は脱臼が認められ、もしくはせき稚園定術等にも

とづくせき柱の強直があるか文は背部軟部組織の

明らかな器質変化のため」と書かれているので、

そのまま当てはまるかどうかという見方を示した

が、固定術をしていなくても同じ状態に動かなく

なっているものはたくさんあり、非災害牲の圧迫

変形を圧迫骨折と同等にみなしたのであるから、

制限の要因が業務上疾病に基づくものであれば、

非災害性のものにも運動障害が認められるべきで

あると主張した。

この点については、後日「運動制限の原因が業

務上疾病に基づくものと認められる場合、運動制

限が複数あって、いずれもが1/2以上の場合は6級
に、片方が1/2以上で片方が1/2以下あるいは同等

という場合には8級が相当と考える。労災保険の運

用上『ほぽ』という表現は他に見あたらない表現

であるが、 1/2以下あるいは同等ということが認定

必携の中の『ほぽ1/2.n という表現と理解する」と

の回答があった。

結局、Oさんの場合、圧迫変形の存在が採用さ

れず運動障害は認定されなかったが、今後、非災

害性腰痛でも圧迫変形などがあって、運動制限が

ある場合は積極的に6級、8級の等級決定を求めて

いくべきと考える。

。f" W'匂~捌級協級協:4持政rw~:;~Ø/",N・ 

神絃茶続可滞菩2 U旬 掛 
・4叫必物語 #P'

神経系統の各等級の記述についてはあいまいな

表現に終始しており、これまで具体的な例が提示

されず、つねに14級、 12級どまりという決定であ

ったので、あらためて各級について決定にあたっ

ての考え方をただした。

その結果、 7級にいう「中等度の神経系統の機能

文は精神の障害のために、精神身体的な労働能力

が一般平均人以下に明らかに低下しているもの」

とは、その判定に脳専門医の判断を要すものであ

り、また、 9級にいう「一般労働能力は残存してい

るが、神経系統の機能文は精神の障害のため、社

会通念上、その就労可能な職種の範囲が相当な程

度に制限されるもの」とは、具体的にいうと「タ

クシーの運転手が自分の車は運転できるが、タク

シーの乗員業務はできない」ものと考えていると

のことであった。

神経系統の障害では、これまでの認定事例の中

ではじめて腰痛症で9級が認定された。前固まで12

級どまりであったことを考えると一歩前進したと

もいえるが、 9級の労働能力喪失の程度は1/4であ

り、打ち切られた人の実際の残存能力と比べると

まだ低すぎて正当な等級決定とはいえない。

匡週

井上浩
全国安全センター副議長

ロt3Jl#!' ._,~ .~〆 ・戸川写:EE:手~
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6年にわたる障害等級の決定をめぐる経過をふ

りかえってみたが、港湾腰痛症(非災害性腰痛)の

障害の評価という点て若干の成果があったと考え

る。全体の等級決定をみたとき、動丘の事例でも

神経系統の12級決定の占める劃合がまだ多く、量

的にみたとき等級決定の進展はいまひとつの感も

ある。

がしかし、診療所と被災者側、また監督署の側

も、 6年前と比べてみれば、現行制度の範囲内にお

いて双方一定の努力を重ねてきたといえる。

この報告を不当な等級決定をくずしていくー穴

として、労災職業病の運動にかかわる皆さんの活

動の中で生かしていただき、さらに少しでも成果

をあげていただければ幸いである。 回
あいさかひろし)

1954年8月5日(土)

T機械製作所(東証2部)の定期監督。産業機

械製造。従業員130人。タイムカードを見ると

極端な長時間労働。労務担当のHさんに

「大へんな長時間労働ですね。ひどい例では

午前8時から翌日の午後7時まで連続36時間も

働いていますね」

Hさんは困った顔で答える。

ええ。でも 36協定はちゃんと締結して届け

出ています」

この連続6時間労働というのは、実は時どき

他の工場でも見かけることがある。こ れについ

ては労基法の労働時間に閲する労働省の行政

解釈も少しは彫響しているかもしれない。とい

うのは、残業が連続して翌日の始業時に及んだ

場合、労働省はその後は時間外労働として扱わ

ないでよいというような考え方のようだから

である(昭26.2 26基収3406号)。つまり、翌日

の通常の始業時刻以後の労働は、いくら前日か

らの連続であっても劃増賃金を支払う必要も

36協定を締結する必要もないということであ

る。これを労働者側からいうと、翌日の始業時

刻以降は36協定がなくても定時間だけは勤務

しなければならないということである。そこ

で、 1勤務12時間の場合には3倍の36時間労働が

出現することになる。わたしはHさんを見つめ

ていった。

「法に違反していないかどうかはともかぐ、

その結果あなたの工場では労災が多発してい

るではありませんかJ

ええ?労災が多発していますとJ

わたしは、このT機械製作所の労災保険を担
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当していたので、資料を調べてきたのである。

「そうです。 53年度の労災は55件も発生して

おり、しかもその中の5人は障害を残していま

す。それに対して支払った労災保険金は合計で

1.590 .977円にも達しています」

そんなにも沢山ですか」

Hさんは驚いたようだ。わたしは続ける。

「それで、あなたの会社では53年度の労災保

険料をいくら納付したと思いますか」

「さあ、それはJ

「確定保険料としては242.471円です。保険給

付額の6分の1にも達していないではありませ

んか。役所は、もちろん商売ではありませんか

ら損をしてもかまいませんが、しかし、こんな

にひどいと真面目に安全管理をやってる会社

に対して申し訳ないではありませんか」

わたしの語調が少し強くなりすぎたのか、 H
さんは下を向いてだまっている。わたしは続け

た。

rt日1人平均の残業時聞は4時間30分にもな

っています。先程拝見した健康診断の個人票を

見ますと、昨年に比較して体重が減少している

人が多いようですが、これもそのせいではあり

ませんかJ

「いや、全く気が付きませんでした」

これでは欠勤者も増加し、作業能率も低下

してくるはずです。そこで作業方法その他を見

直して、低能率長時間労働から高能率短時間労

働へ移行するようにしてください。このことに

つきましては、後日社長さんあてに文書によっ

てお｛云えします」

わたしは、そう伝えると帰著し、埼玉労働基

準局長に対して特別安全指導事業場｛現在の安

全管理特別指導事業場)に指定するよ うに申請

するとともに、社長にあてて長文の勧告書を書

いた。

後日 Hさんに聞いたところによると、社長は

その勧告書をうなずきながら読んでいたとい

う。そして、「高能率、短時間労働の理想のも

とに、 6月13日以降漂夜業を全廃し、時間外労

働も低限に抑制する J旨の社長名の回答文が提

出された。

その後、社長の努力の成果が上がり、 54年度

の労災発生件数は3 5 %減の36件、障害者は5人

から1人へと激減した。また、労災保険の収支

は保険料収入が197.738円、保険金支出が

294.048円と好転した。さらに影響は他にも及

んで、月間出動日数カtl人平均 22日から 24日へ

と向上し、そのためもあって所定内の労働時聞

が僧加し、逆に時間外労働は減少した。その結

果、所定労働時間に対する1人1月間の賃金

10.878円は12.027円と約10パーセント増加し

た。 (後に2課長を通じて Hさんから、 2人を旅

行に招待したいと いう話があったが、 ついに行

かずじまいであった。)

この頃から安全競争などが行われるように

なり、企業などでも真剣に労災防止に取り組む

ところが出てくるようになってきていた。前年

8月3日監督した日本00工業(連載@に前出)

も長期間にわたる休業災害ゼロを達成して、何

度か労働省労働基準局長の無災害記録証を受

けたりしている。

ちなみに、行政が安全に重点を指向 したこと

については、 1950年10月24日(火)の日記に次の

ような記事がある。

「愛知労働基準局管内の全監督官会議 。冒頭

に局長が災害3'J減について強く指示」

この頃、法文系の監督官は労災保険業務等へ

配置され、工場監督の主力は理工系で固められ

るという傾向が生じている。その日の日記に

は、また次のような記事もある。

「朝鮮動乱のぼっ発によって労働基準法の運

用に変化がないことを強調」

これは、朝鮮動乱による特需により、活況を

きわめている産業界に対して、監督官が萎縮す

ることがないようにという含みである。当時、

特需工場には監督官が臨検できないというう

わさがどこからか流れてきていたりしたから

であろう。参考までに 1949年の愛知県内におけ

る労災死亡は113人である。 43年後の1992年の

それは127人である。

1955年10月21日(金)晴

署長と基準局永田監察官の3人で N軽工業の

送致書類を浦和地検に持参。 F検事に渡す。よ

うやく一丁上がり。(翌々日の朝日新聞その他

に記事掲載)

これは苦労 した事件だった。4月7日N軽工業

の労働者労働者23名が解雇予告手当ての支払

いを求めて来署して以来、苦労の連続だった。

日記をたどると次のような記載が残っている。

4月28日(木)曇

N軽工業の社長来署。署長逃避し1人で相手

をする。社長は会社へ貸金をして公正証書を作

成している。 M氏(社長の指導者である伯父)の

策謀か?

4月30日(土)曇

N軽工業の問題がまだある。

5月6日(金)晴

署長と虎ノ門の本社へ行く。

6月7日(火)晴
署し。署の労災調査で基準局長来る。 N軽工

業の申告労働者来て代表高徳氏(連載@で前

出)、局長の面前で署長をつるし上げ。この日

わたしI人でN軽工業本社へ調査に行く。

6月8日(火)小雨

高橋氏の調書を取る。(昨日のつるし上げで

捜査に踏み切ったらしい。)

6月15日(水)曇雨

昨日から N軽工業申告労働者の調書取り。今

日は社長の調書を取る。ボーナスわずか9.000

円なり。

6月24日(金)曇

署長、永田監察官の3人で N軽工業料土に行

く。 M氏暴言を吐く。受けること柳に風の如し。

帰り際に2人の男性来り、 1人は跨田市長、 1人

は元某県警察部長と名乗り、明日労働省へ行き

君等をクピにするから官姓名を名乗れと。永田

監察官制止すれど1人後戻り官姓名を告げる。

(後に考えると、この2人は総会屋ではなかった

かという気がする 。多分M氏もその仲間ではな

かったろうか。)

7月3日(日)薄曇

中村さん(大蔵事務官時代の同僚。後に主計

局を経て宮崎大学事務局長。現在帝京大勤務)

来宅。夜高橋氏来る。

9月 6日(金)晴

暑し。署長と2人でN軽工業社長宅に病気見

舞に行く。

9月17日(土)晴曇

夜高橋氏来宅し、缶詰で焼酎を飲む。

月14日(金)曇雨

署長と永田監察官、それに高橋氏も加えて N
軽工業社長を待てど来署せず。

こうして送検となったわけである。 しかし、

労基法20条の解雇予告違反として送検したが

法的には若干無理があった。というのは、長い

間賃金不払いを続けた末に、社長が工場に現金

を持参して、退職願を奮いた労働者にだけ未払

い賃金を支払うという挙に出たのである。当
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然、生活に困っていた労働者たちは、お金が欲

しいために退職したくないのに退職願を書い

た。それを逆手にとって社長側は依願退職であ

るから解雇ではないと主張したのである。した

がって解釈上難しい問題があるが、それを承知

で送検に踏み切ったのであった。結果はM氏が

予言したとおり、本社のある東京地検に移送さ

れて最後は不起訴となった。実質的な労働者の

救済ということが、いかに難しいものであるか

ということを知らされた事件の一つである。こ

れで一件落着し、また転勤ということになる。

この頃の全国の概況を示すものとして、日記の

余白に53年の数字がある。

監督事業場数 303.970(現在は18万程度)。

定員の52年現在は(指弧内は48年度定員)は、

監督官2.474人(2.481人)、事務官1.823人

0.512人)、雇3.146人(6.348人)、計7.443人

(10.341人 。労働基準監督機関の定員は急速に

減少していることが分かる。なお、 53年の労災

死亡者数は、全国で 998人であり、現在の2倍

.t.l上である。

ついでに、 4年4月20日の朝日新聞に出た山

形県最上地方の主婦の農業労働の実態を書く

と、 1日の農作業時間13時間、睡眠5時間、出産

の場合当日まで働くのが大半で、前日の休養者

10パーセン ト、産後休養7日程度とある。また、

翌年の10月19日の読売朝刊によると、埼玉県衛

生研究所の調査として、農村婦人のエネルギー

代謝率から見た労働強度は、荒おこし作業は製

鉄工に、水田代かきはボイラー技師に、回植は

圧延工に、稲刈りは製管工に、種まきは鋳物工

にそれぞれ匹敵するという。休息時間は男子1

日4時間、婦人2時間、嫁1.5時間、摂取カロリ

ーは男子が必要量の93パーセント、女子が77パ

一セントという。このような農村がその頃の都

市に所在する産業の低賃金労働を支えていた

のである。

ここで一転 して労災保険関係で記憶に残る

ことを若干書いておこう。人名が判明しないよ

うに抽象的に簡単に書くことにする。

工場街にあったある医院は院長が革新市議

(後に県議。晶丘死亡。)であり、労災患者が多

かったが、診療費請求が時効すれすれの3年前

後のものが多くて困った。2課長と2人で調査に

行ったところ、帰り際に現金を差し出されて驚

いたことがある。長い労災保険業務従事期間中

でも、お医者さんから現金を差し出されたのは

これが最初で最後であった。

やはり工場衡によくはやっている、感じの良

い接骨医がいた。あるときの調査の際に、証明

書を偽造して資格を取得したことを打ち明け

たことがあった。もちろんわたしはだれにも口

外しなかった。また、戦争中に特例で日赤看護

婦から医師になったという外地引掲げの女医

さんに会ったこともある。軍医不足に困った海

軍では、もう少しで衛生科の準士宮から箪医に

登用されるはずだったと、元準士宮から聞いた

ことがある。戦中戦後の混乱をめぐっては、い

ろいろのことがあったのだろう。

12月6日(火)晴

2課長と技能者養成のT事務局長の2人が来

宅 し、春日部転勤を伝える。(11月24日勤務中

に39.8度の高熱を発し、養成工の講義を無理し

て終り帰って以来、高熱が続き病欠中であっ

た。病名は不明で翌7日にも午前2時悪寒38.5度

とある。病気はあまりかかったことがなく、歯

からきたのではないかという感じがして、山下

医の往診を受けたが不明であった。)

回

労働安全衛生の未来を語る
大阪・関西センター設立20周年でシンポ

1993年10月2日、関西労働者安

全センター設立20周年を記念し

て「労働安全衛生運動の来来を

語る J をテーマにシンポジウム

が開催された。参加者は約150

名。パネリストには、 29年間労

働基準監督官、現在は全国安全

センタ ー副議長も務める井上洛

氏と、神奈川県勤労者医療生協

港町診療所所長で労住医連議長

でもある天明佳臣氏。

井上氏は、最近の自主対応型

の運動を基本的に評価しながら

も、現行の法令・規則を守るこ

とで、多くの労災・死傷者の発

生を防ぐことができるはずだと

発言した。また、安全衛生運動

とはいうが、衛生に偏っている

のではないかとも指摘された。

天明氏は、 これまで健康診断

重視型で専門家依存型の衛生対

策ではなかったかと疑問を呈

し、作業管理・環境管理・健康

管理をー休のものとして進める

べきだと発言した。現在では複

合的な要因で労働者の健康がむ

しばまれていることを指摘、ま

た、多くの現場労働者の参加を

促進するような安全衛生活動を

呼びかけた。

安全センターでもこの間、自

主対応型の労働安全衛生運動を

呼びかけてきたが、具体的イメ

ージをつかみにくいとの声もあ

った。このシンボが、イメージ

作りの助けになったのではない

かと思う。ただし、これからの

議論と実践は、現場で働く労働

者に課せられた今後の宿題とい

うことになるだろう。‘

シンポジウムの後には、ささ

やかながら懇親会が催された。

設立当初の運動の熱気を語る豊

田正義さんのあいさつに始ま

り、懐かしい面々も集まり、歓

談に花が咲いた。最後は、松浦

診療所などで労災職業病被災者

の治療に携わる田島隆興医師

が、 「運動の主人公は現場の労働

者である」と、期待もこめて

) 乾杯の音頭をとり、 一問、

今後の発展に向けて決意も新た

にして、眼やかなうち

に懇親会を終えた。 回
-井上浩氏

法規を重視し「安全」面
にもっと力を

大阪労働基準局には約3年前、

ゴミ焼却工場のピットに車ごと

落ちた死亡事故で、大挙して押

しかけたことがあります。私た

ちの追及に、こんな事故は他で

は起きたことがなく、想像もで

きず墜落防止対策の責任を追及

できないと局は言う。だが、実

際は、全国で多くの人が死んで

おり、その規則を守れば事故は

起きなかった。規則を守れば完

全に防げる労働災害もある。

とにかく、安全衛生運動には

規則が大事です。たくさんの労

働者が手足を失い、中には生命

を失い、ぞれも何十人も生命を

なくして規則ができるわけで

す。労働者の血が流れているん

です。六法全書の活字は黒いけ

れど、あれは労働者の血で奮い

てあると一緒です。たくさんの

犠牲の上にできた規則というの

はないがしろにはできない。遵

法闘争は、労働災害、臓業病を

防止するためには大事なんだ

と、まず強調したいと思います。

労働組合の安全衛生運動は衛

生の方に傾きすぎで、安全には

ほとんど関心がないようです。

衛生の講師は医者で、医師の職

業の目的は人閣の偉康だから、

労働衛生にも関心の深い方もみ

え、講師には不自由がない。し

かし、安全関係では講師がい な

い。まず起因が広く難しい。監

督官もそれで困っている。仮に

そういう技術者がいても、仕司E

の完成度が直接の目的だから、

安全の講師にはなる人がいな
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の変化は、健康管理の請負人か

らアドパイザー程度に、と私は

考えます。現場を知らずに専門

家がどれだけ言えるか。何か特

定の処方筆で自分の職場の安全

衛生対策も出るのではなく、地

域や職場ごとに工夫が必要だと

思います。

私は川崎の教育委員会の産業

医ですが、今の問題は、議論を

いかに聴場で訴えられるかで

す。安全衛生委員会の組合担当

者だけでなく、皆が討論に参加

するよう「健康ザークル」を5つ

ほどの学校単位で作るのが私の

梅想で、安全衛生委員会での議

論を全体化する努力が必要だと

考えています。 四
文責:関西労働者安全センター

地域の労働安全衛生活動活性化を
東京・八王子労働安全衛生ネットワークの活動

宝石石1更す一一一
い。とくに労働組合関係の安全

の講師はなおさらいない。食べ

ていけない(笑い)。労災はいつ

起きるかわからず、しかも皆が

被害者ではない。しかし、絶対

数では非常に多くの人が安全問

題で死んだり、怪我をしていま

す。だから、労働組合の運動で

は、安全面もやらなければなら

ないのではないか。

安全衛生運動は自主対応型

で、と私も思います。規則など

外部からの押し付けでなく、労

使が内部から盛り上がらなけれ

ば本当の安全衛生運動はできな

いと、元 I L O局長の小木先生

も言っています。ただ、労使が

一致しない部分は、法律の利用

も必要だと思います。

以上ですが、特に安全衛生の

問題には、一般の労働条件も大

きな影響がある。現在、労働者

の約7 5 %は労働組合のない職場

です。労働者全体を考えると、

規則をきちんと守らせる運動が

必要だと労働時間の問題でも感

じます。

・天明｛圭臣氏

安全衛生運動は作業・
環境・健康管理一体で

70.. 80年代の労働安全衛生運

動で、安全は手薄で講師も少な

いという井上先生のお話には異

論があります。現場の労働者が

一番よく知っており、変な専門

家みたいなのが発言すると逆に

面倒で、安全の講師などむしろ

すくない方がいい。

この間、労働組合の安全衛生

対策の中で衛生は、健康診断重

視型で専門家依存型だったので

はないか。作業管理、環境管理、

健康管理の三位一体で進まなけ

ればならない。ヨーロッパの労

働衛生の譜論では健康診断への

評価が全否定に近くなってきて

いる。今は血液検査でエイズヘ

の感染等もわかり、いわゆるイ

ンフォ ームド・コンセントが必.

要だと思う。健康診断より作業

管理、環境管理という方向に、

将来的になるのではないか。

例えば、化学物質の複合的な

影響をみても、技術革新ただな

らない中の安全衛生は、法規準

拠だけでは追いつかない。実は、

法規準拠型から自主対応型へと

いう言葉は、イギリスで 1970年

発足のロ一ペンス委員会の報告

の基本的な哲学なんです。これ

までと遭う新しい技術にどう対

応するかをめざした新しい改革

です。労働関連疾患も翌年に提

起され一職業病との区別から補

償をどうするのかなど早まった

議論もあるようですが一、これ

は、労働力f多様化、変化する中

で従来にない病気をどう予防す

るかという問題提起です。

とすると、個別的なアプロー

チの限界は明らかでしょう。私

は、指曲がり症の問題でも、労

働条件全体の中でその問題をみ

る姿努で取り組んでいる。例え

ば、じん肺など、伝統的な職業

病はその紛じんがなければ起こ

らないが、腰痛や高血圧等では、

複合的な条件にどう対応するか

という問題になる。法律を守る

ことの重要性を決して否定しな

いが、それでは足りない点は、

現場の実践、自主的な取り組み

が必要だろうと考えます。

今後の産業保健専門家の役劃

92年4月に、八王子勤労者・市

民センタ ー(旧地区労)と三多摩

労災職業病センタ ーは「八王子

労働安全衛生ネットワーク」を

発足させ、   2月に 1度程度の対

策会議と随時「ネットワ ーク通

信」も発行しながら、地域での

取り組みを展開している。

発足直後の92年4月と93年4月

には、八王子労働基準監督署と

の交渉を実施。具体的事例をめ

ぐる問題だけでなく 2回目には

快適職場環境形成のための措置

等の問題も取り上げている。ま

た、 92年4月には、八王子文化セ

ンター建設工事現場(旧市庁舎

跡地)で発生した転落死亡事故

に対して、八王子地域の労働安

全衛生をより高いレベルへと確

立すべく、そして、一人の生命

をも大切にする立場から、工事

の発注者である八王子市当局に

対し、災害発生原因の調査、対

策を求める要請書を提出した。

八王子市職労も、 93春闘で公共

事業委託先の安全衛生問題につ

いて、発注者である八王子市当

局の考え方を明確にするよう求

めてきた経過もある。

また、 93年3月には 労働安全

セミナー」を開催。第 1回は、「腰

痛の予防対策(治療)Jについて、

神奈川労災職業病センターの西

田隆重事務局長が講師。慢性の

腰痛を中心に、発症の原因から

予防対策の話に引き続いて、腰

痛予防体操の実技指導を実施。

第2回は、自治労顧問医師の中桐

伸五氏を講師に「職場でできる

健康保持J について。健康づく

りのモデルとして、アメリカの

フィットネス・プログラム、ス

各地の便リ 1

ウェーデンのスタデイ・サーク

ルから、ドイツで就業時間中に

行われているヘルス・サークル

について紹介され、日本型モデ

ルとして、安全衛生委員会を利

用した健康サークルを展開した

らどうかと提案された。

さらに、 92年11月には、八王

子市内の三省堂印刷八王子工場

(労働組合がネットワークに参

加している)の見学を、 12名の参

加者で実施している。単なる工

場見学やあら捜しをするための

安全パトロールではなく、改善、

改良、工夫がどのような点で行

われているか、また、自分が働

いている職場にも取り入れられ

るようなよい点がないか等をみ

つけることを目的としたもの。

最初に「聖書ができるまで」と

いう30分ほどのビデオを見てか

ら、 C T S (コンビュータ組版シ

ステム)情報処理室、活版室、製

版室、製本室(断裁、帳合、綴)

の順で見学したうえで、常務・

総務部長を受えて意見交換を行

うための懇談会を行った。

懇談会の席上では、常務から、

印刷工場として建てられたもの

ではない所に移転してきてから

現在のかたちにするまでの苦労

や製版室の屋根が波形で低く、

改良したいと思っているがなか

なか良い方法がみつからないこ

となどや、月1回担当者を代えて

安全パトロールを実施している

こと、 VDT職場(CTS. 情報
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処理)では1時間に 分程度の休

憩か別の仕事をするようにして

いることなどが紹介された。参

加者からは、高さが調節できる

椅子の設置、局所照明の使用(V

DT職場)、踏み台の使用、作業

机の高さ調節(製本職場)等の工

夫や改善がなされている点など

を報告。問題点として、有機溶

~J等の管理場所

周辺で喫煙者が

見られたこと、

オフセット印刷

機の印刷ユニッ

ト部分の洗浄時

の作業方法や消

化器(栓)前にも

のが置いている

等の危険箇所の

指摘と、改善策

として、喫煙場

所の設置、寸動

作業スウィッチ

ボタンを作業域

まで持ってこられるようにした

らどうか等を提起するなど、建

設的な懇談が行われた。

八王子労働安全衛生ネットワ

ークは、今後も、このような活

動を展開して、地域での労働安

全衛生活動の活性化を図ってい

くことにしている。 四
九州中a心80名の参加で第4同学校
熊本・大牟田市職労の経験に学ぶ

熊本での第4回労働安全衛生

学校は、 93年lt月6-7目、小国町

の北里研修施設「木鴻館」で行

われた。小国町では木造の体育

館「小国ドームJも有名だが、

木魂館も杉の木造り、町起こし

の一貫として若者たちが運営の

中心を担い、様々なイベントも

行っている。実は、熊本労働安

全衛生センターの初代専従事務

局員の河津郁子さんがここに勤

務していることに甘えて、かな

り迷惑をかけてしまったよう

だ。参加者のアンケートで「木

魂館のめざすもの、地域(小国

町)の活動との交流もしたかっ

た」という声も寄せられた。

参加者は、 45名の定員を大幅

に上回る80名。このため、近く

の杖立温泉にも旅館をおさえ、

一部の方には分宿していただい

た。参加者の内訳は、熊本- 2 8

名、大分一20名、宮崎一7名、福

岡一13名、その他ー12名。 93年

1月に宮崎県日向市で開催した

第3回に続き、熊本、大分の労働

安全衛生センターと宮崎の旧松

尾鉱山被害者の会の3団体と全

国安全センターの共催による、

俗に「九州場所」の2場所目。来

年、大分で開催を予定し、その

後は九州各県で独自の開催へと

歩を進めたいという目論見。な

お、古谷事務局長は終了の後、

学校にも参加していただいた三

池労組の「三池大災害30周年

11. 9講義集会」に参加して「労

災職業病の現状と課題につい

て」記念講演、今年度は「三池

c o裁判記念連帯基金」から熊

本労働安全衛生センターに支援

が行われた。

第4回労働安全衛生学校の内

容は以下のとおり。

・第1日目-11月 日(土)

3:30開会挨拶:原田正純・全国

安全センター譜長

オリエンテーシヨン:

14 :00 rこれからの労働安全衛

生活動J講師:天明佳臣氏

(労住医連譜長)

16: 00 r職場を測る一職場環筑

測定・健康診断から職場

改善へー」講師:永野恵氏

(熊本大公衆衛生学教室)

グループ討論:

19 :00 rこんなときどうする?

一労災保険実務トレーニ

ング」講師 古谷杉郎氏

(全国安全センター)

グループ討論:

.第2日目一11月7日(日)

09:00 r安全で健康に働ける職

場づくり一大牟田市職労

の経験に学ぶ一J

パネラー:森田義孝氏(大

牟回市職労/武藤美代子

氏(同前)/宮北隆志氏

(熊本大学衛生学/山口

秀樹氏(医師)

司会;穀本道也氏(熊本安

全センター)

グループ討論:

11 :30まとめ:

次回開催地:大分安全セ

ンターから挨拶

12 :00閉校

13:00特別講座「私たちの生活

と環境」講師:宮北隆志氏

2日目の「安全で健康に働ける

職場づくり一大牟田市職労の経

験に学ぶ一」をパネルディスカ

ッション形式して、大牟田市職

労の森田義孝さんと武藤美代子

さんに出席していただき、清婦

・学校給食現場での取り組みの

1993年3月、側ソクハイ(本社

品川)でバイク宅急便のライダ

ーをしていた加賀美隆三郎さん

(29才)が、配送中に突然風で飛

ばされてきたビニール袋を避け

ようとして転倒し左足首を骨折

した。

本人が入院中に叔父が医療費

のことで会社を訪れたところ、

実際をビデオやスライドで紹

介、これに専門家として協力し

てきた熊本大学の宮北隆志さん

と秋津レークタウンクリニック

の山口秀樹医師にも加わっても

らって、お互いの苦労話も含め

てディスカッション。そこから、

小グループ討論で、参加者が、

自分たちの職場で活かせる改善

策やアプローチ、体制づくりな

どを引き出そうとしたことも、

新たな試みのひとつ。

小グループは8つ設定した。グ

ループ討論では、永野恵さんに

は、ファイパー船製造現場での

作業環境対策の課題を用意して

いただき、労災実務トレーニン

グでは通勤災害の事例を取り上

げた。 1泊2日はやはりきついス

ケジュールだったが、参加者の

感想はたいへん好評だ 町T司

った。 ～II~

会社は「請負契約なので労災は

適用されない。自損事故なので

会社の保険を適用するかどうか

わからない」といい、逆に纏れ

たバイクの弁償を要求された。

側ソクハイは、ライダーをアル

バイト情報誌上で募集してお

り、契約時にも身分上通常のア

ルバイトとは異なるということ

バイク宅急便ライダーに労災適用
東京・形式は委託でも実態は労働者
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を説明していない。また、事故

の際の補償についてもほとんど

説明していなかった。

納得できなかった加賀美さん

は、あちこち調べたあげく全国

一般労働組合南部支部に相談を

持ち込んだ。東京東部労災職業

病センターと全国安全センター

事務局も協力してどうするかを

検討した。加賀美さんの場合は

請負とはいいつつも名ばかり

で、給与は時給計算、配送中も

ポケットベルで逐一連絡を取る

など、実質的に労働者と変らな

いものだった。退院後、加賀美

さんは南部支部に加入し会社と

の補償受渉を開始 し、品川労基

署へ労災申請をおこなった。

組合として交渉に入ると会社

は態度を変え、加賀美さんの補

慣について積極的な姿努を見せ

始めた。最初は否定的だった会

社の保険も適用する姿勢をみ

せ、あまつさえ「加賀美さん労

災認められるといいですね」と

口にし始めた。労基署の調査が

始まったこともあってか、難航

するかに思われた会社交渉は意

外に順調に進み、とりあえず入

院費揖助が出ることになった。

品川労基署(本社の所轄)は、

調査の結果、「明らかに労働者性

があります」と特に根拠も示さ

ずあっさりと労働者性を認め、

三国労基署に移管した(加賀美

さんの所属していた営業所が港

区にあったため)。残るは三回労

基署での事務的な手続だけとな

り、 11月22目、支給が決定した。

加賀美さんは今春、左足に入

れてあるプレートの摘出手術を

受ける予定であり、現在でも足

に負担のかかる仕事はできな

い。会社との交渉は、賃金の保

障や就労場所の確保等含めて継

続中である。

バイク宅急便業界は若いライ

ダーが多い。事故に遭う危険が

高い仕事であるにもかかわら

ず、その保障制度がほとんどな

いことはあまり知られていな

い。通常は対人事故で相手の保

険でお金が出てそれで済ますこ

とも多い。今回のように自損事

故で、この業界の不安定さが表

に出てくることになっ

た。 四
リーン・プロダクション
WHIN・「ムタのない生産」一日本的経営

職場の社会心理学的な要素が

労働者の健康に強く影響を及ぼ

すことが、今日では明らかとな

っている。働きすぎが予防され

ていなかったり、仕事の中で創

造性を発展できなかったり、過

重な労働に就いていたり、社会

とのつながりが希薄な仕事に就

いていたり、雇用が不安定だっ

たり、社会生活を営みにくい勤

務時間稽に働いていたり、仕事

の内容が単調で意味を見いだせ

ないようなものだったりする

と、脳血管疾患、精神疾患、消

化器官疾患に擢患する危険が高

まるのだ。

0調査

この調査が基づいているの

は、主にスカンジナヴィアと北

アメリカの事例と、 2人の優れた

著者による最近の概観一彼らの

調査の大部分と、労働をより人

聞にあわせたものに再編成する

ことを教えようとする試みにつ

いてまとめているーに基づいて

いる。しかし、 2人の著者はそれ

らの試みが限定的にしか成功し

ていないことを認めている。実

際、世界中で労働の再編成が行

われているが、それは極めて異

なった琉れ、それも労働とその

調査研究機関に対して挑戦する

ようなかたちで行われているの

である。

0ジャパニゼイシヨン一日本化

新たな経営手法の導入はしば

しばジャパニゼイションと呼ば

れているが、これは現在多くの

国で、国際的な、あるいは園内

の労働組合の会識で主要な譜論

の対象となっている。しかし、

労働安全衛生運動はこれまでジ

ャパニゼイションについてほと

んど言及してこなかった。日本

方式は「テイラー主義」方式よ

りも労働者の健康に悪影響を持

つのだろうか持たないのだろう

か?日本方式は自動車産業で

最も発展を遂げたが、われわれ

はいくつかの回答をそこから発

見するかもしれない。

西ヨーロッパの職業のうち10

%は、直接的文は間接的に自動

$産業と関連している。そして、

日本の経営技術の威力に対して

一番最初に動きを起こしたの

が、西欧先進国の自動車産業で

ある。 198年代に登場したボル

ボのウッデヴァラ工場のグルー

プ生産方式のようなオルタナテ

ィヴな生産工程編成方式は、「リ

ーン・プロダクション =最小限

生産 J技術の採用へと道を譲つ

た。ボルボのゲーン工場が最小

限方式で操業される一方でウッ

デヴァラ工場は閉鎖された。

0筏術移転

ヨーロッパの労働組合の幹部

たちは、ヨーロッパ労働者の民

主主義と総合品質管理方式が結

合し共同作業が高められるだろ

うと信じているが、現実はそれ

とは異なった事態が起こってい

ることを示唆している。イタ 1)

アのパジリカータにあるフィア

ットの工場は、ニッサンやトヨ

タがイギリスへ技術移転したと

きと同様、食い扶持を保障する

ことで地方自治体と一緒に労働

組合をもてなづけるという特徴

的なやり方で発展したのだ。労

働組合は、最小限生産方式が認

める範囲でのわずかな役割に甘

んじなければならない。

最小限生産方式を成り立たせ

ている特徴は、末尾の用語解説

で大まかに説明しである(略)。

このようにして編成された労働

は、これまでの作業方式に伴っ

ていた健康への危険性をどの程

度まで予防文は除去するのだろ

うか?

0決 定の幅

表面的には、日本的経嘗では、

労働者がこれまでよりも運営に

かかわることができるようにみ

える。 Q Cサークルで労働者は

作業方法について議論する機会

を持てるし、経営者はその議論

を無視して命令を出すことがや

りにくくなる。しかし、労働者

は、ごく隈られた範囲の事項の

決定に参加できる代わりに、会

社の目標である「総合品質管理」

と、顧客の利益に対する会社の

考え方を受け入れなければなら

ない。

これまでの職能の区分けを横

断するような多能工化が要求さ

れるので、労働者は専門技術を

修練し身に付けることにより労

働市場を移動するといった個人

世界から |

の自由を失ってしまう。ニッサ

ンの労働者は、職場のチームの

外でも役立ち、また外部の労働

市場で一人でやっていけるよう

な、いかなる技術も身に付けな

い。

勤務時間中に仕事の切れ目や

空いた時間を自由にするとい

う、これまで労働組合が勝ち取

ってきたような権利は失われ

た。

0不安定な生活

家族的雰囲気の中で生活も安

定すると彊われているが、多く

の労働者にとって現実は異な

る。適応 した者にとっては庖用

は安定したものとなる。しかし、

日本方式と協調できない労働者

や要求される作業速度について

いけない労働者には、すぐに配

置転換が行われる。労働力の中

心一周辺構造が当たり前であ

り、中心にいる労働者は長期に

安定した労働にいそしめるが、

周辺にいる労働者は労働力の必

要に応じて、現場を行ったり来

たりさせられるのだ。ドイツの

ボーハムに古くからあるオペル

の自動車工場では、最小限生産

方式が導入されたことで、労働

者は失業するのではないか、雇

用されないのではないかといっ

た恐れを抱くようになった。

0労働負荷

最小限生産方式の特徴は、長
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時間労働、高労働密度、集団作

業で責任が重いことである。日

本の労働者はそれを承認できな

いだろうし、したくもないだろ

うが、日本の平均生涯労働「時

間」は他の固と比べて長いが、

平均生涯労働「年数」は実際に

は短いだろうという証言もあ

る。

ニッサン労働者の妻: 私はニ

ッサンが夫に対しでしたことを

恨みます」

質問者: rそれはどういうこと

ですか」

ニッサン労働者の婁:r夫はこ

こに来てからとても疲れていま

す。体重も 10キロ減りました。

働き始めの頃、夫が夕食の最中

に眠ってしまったのを私は忘れ

ません。」

ー「二、ンサン・工二グマ」ょっ

0社会的サポート

チームワークの逆説は、同じ

チームの同僚から、チームの規

律に従っているかどうか確認さ

れる「同僚チェック」があると

いうことである。長時間の労働

でヘトへトになり「働くために

生きているJような気になって

くるので、お互いを助け合うこ

ともあまりしなくなるのだ。

病気には社会心理学的ファク

ターが影響するということから

判断すれば、日本の生産方式は

健康管理についてテーラー主義

よりも多く投資しているという

わけではない。この証拠は、日

本の労働者と例えばアメリカや

イギリスに日本が移転したプラ

ントで働く労働者の経験に見出

される。イギリスでは、しばし

ば経営方式がよいかどうかの厳

しいバロメーターとしてあげら

れる病気欠勤日数は、地元の企

業よりも日本経営の企業の方が

少ない。しかし、前述したよう

に、これは病気にかかるものが

少ないからではなく、休暇を取

ること自体をとても恐れている

からである。アメリカの日本企

業では、協同達成目標を強調す

るために、労働者が自分の利害

を配慮することができなくな

り、安全衛生上の危険性も増大

するという研究報告もある。

ニッサン労働者: 毎晩、シン

ナーが自に入る。機械は頭上に

あって、布切れ一枚で処理する

んだ。.シンナーは布から染み落

ちてくるのさJ

質問者: rそういうことはチー

ム・ミーティングで問題にでき

ないんですか」

ニッサン労働者:rできないね」

日本では、 ニッサンやトヨタが

ベルト式生産ラインではない設

備を導入したことで、最小限生

産工場に就職する労働者の負担

は増大している。

0労働者に何ができるのか

アメリカの労働運動は、 QC
サークルとチーム・ワーキング

で組合が主導権を取るにはどう

すればよいかについて2つの優

れた指針を生み出した。とりわ

け難しいのは、最初から最小限

生産として作られた工場内の労

働者の地位である。最近TIE

により聞かれた会議では、ジヤ

スト・イン・タイム制度のもろ

い性質を強調した。他の分析で

は、どのようにしてトヨタ主義

と「ニツサン方式Jが異なる政

治・文化的土媛に見事にプラン

ト移転を成功させているのかと

いうことと、それが、中産・上

琉の経営者の根強い階級的敵意

によって陸められているかにつ

いて指摘されている。安全荷生

は労働者を組織するのに適した

課題ではあるが、それだけで十

分とはいえないのだ。

組合が理解し闘わなければな

らないのが日本式経営方式であ

ることに、ほとんど疑いない。

フランスでは、説得力ある労働

の精神病理学力的評論がある。

すなわち、労働者の精神と身体

を搾取するような労働環境をか

たち作る、あらゆる社会的・心

理的な傾向は、単なる病気の「り

スクファクタ ー」 を超えて、生

産システム全体を脅かすものと

なるのだ。

(翻訳:矢尾伸哉) 回
WHIN( Workers' Health
International Ne附 letier) ,
No.36,S u mmer 1993

労働省・社会復帰対策要綱の運用について通達

事務連絡第5号
平成5年3月22日

各都道府県労働基準局
労災主持課長殿
労働省労働基準局補償課長

社会復帰対策要綱
の運用について

被災労働者の社会復J滞対策に

ついては、平成5年3月22日付け

基発第172号により指示された

ところであるが(注:r安全セン

ター情報J93年7月号に全文) 、

今般、これに係る事務処理の円

滑化を図るために、別添「社会

復帰対策要綱の運用について」

を取りまとめたので、当該対策

の運用の事務処理に遺漏のない

ょう配意されたい。

(別添)社会復帰対策要綱

の運用について

被災労働者の社会復帰対策要

綱(以下「対策要綱」という。)

の運用については、次によるこ

ととする。

計画対象者

原則として1年以上にわたっ

て療養を継続している者(以下

「長期療養者」という。)から社

会復帰計画対象者(以下「計画対

象者」という。)を選定する場合

の基準については、次の理由に

よるものである。

(1 ) 対象年齢
対象年飴は、高齢者等の雇用

の安定等に関する法律(昭和46
年法律第68号)において、措置対

策の年飴上限が64J i tまでとされ

ていることから、原則として、

65蕗未満としたものである。

(2 )対象傷病
対象傷病は、被災労働者が社

会復帰に当たって、特に、社会

復帰のための指導を必要とする

ものとして掲げたものである。

また、都道府県労働基準局(以

下「地方局Jという。)において

特に対象とする必要があると認

められる傷病については、地方

局において、管内の長期療養者

の状況から判断して定めるもの

とする。

(3 )症状礎快者
療養を継続しながら就労する

ことが可能と医師が認める者

(以下 「症状軽快者」という。)

とは、適正給付管理カード等関

係資料により、既に主治医から

症状軽快者である旨の意見を得

ている者であって、例えば、通

院のための休業が月に10日程度
以下(直近の1か月)の者等をい

う。

2 社会復帰対策雄造体制の鐙

備

(1 ) 推進委員会の術成

イ 地方社会復帰計画錐進委員

会(以下「推進委員会」という.)

は、次に掲げる者をもって構成

するものとする。

地方局の労災主務課長、社会

復帰指導官等及び各労働基準監

督署(以下「署Jという。)の労

災主務課長等とする。

ロ 地方局の労災主務課長が、

推進委員会を統括するものとす

る。

( 2 )社会復帰指導に係る率務処

理体制の確立

地方局又は暑において、社会

復帰指導及び事務処理を担当す

る職員として社会復帰指導官文

は社会復帰推進員若しくは林業

掻動障害者職業復帰推進員がい

ない場合のこれらに代わる主た

る担当者とは、例えば地方局に

おいては医療監察官、暑におい

ては労働保険相談員等とし、こ

のため、これらの者の事務の範

圏、相談、連絡等の方法その他

必要な事項をあらかじめ定め、

その周知を図るものとする。

ただし、署において担当する

事案のうち、特に困難な事情が

あるものについては、暑の幹部

職員が直接これに当たるものと

する。

3 t霊進委員会の実施司E項
(1 ) アンケー卜の実施

アンケートは、原則として通

信によることとしているが、司区
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集により、社会復帰に関するア

ンケー ト(以下「アンケー ト」と

いう。)の趣旨の徹底を図るため

には、必要に応じ、訪問により

行うものとする。

なお、通信文は訪問のいずれ

の場合も、症状軽快者に対し補

償打ち切りの印象を与える等、

無用の誤解を生ぜしめないよう

配意するのは当然である。

(2 )計画対象者の選定

アンケートの結果、社会復帰

を希望すると回答した者の人数

が、地方局文は響の主体的能力

を超える場合には、地方局にお

いて重点、とする対象傷病(文は

対象傷病の優先順位)、療養期間

等を勘案して選定するものとす

る。

この場合、計画対象者に選定

されなかった者については、そ

の事情を説明するものとする。

(3).務引き継ぎ

推進委員会は、計画対象者の

希望内容に応じ、当該計画対象

者について署が担当すべき場合

には、当該計画対象者に係るア

ンケートの結果及び「社会復帰

計画個人記録票」を当該計画対

象者が被災時に所属していた事

業場の所在地を管轄する署に引

き継ぐものとする。

4 社会復帰指導等の実施事項

)主治医からの意見の聴取

暑においては、アンケートの

結 「、被災時の職場に復帰を希

望する」と回答した指導対象者

に関し、主治医から、就労の場

所、職種、労働時間等の制約の

状況について意見を聴取するも

のとするc

(2 )社会復帰指導等の実施期間

社会復帰指導等の実施期間中

は、少なくとも3か月に1回程度、

指導対象者に対する電話等によ

り指導結果の状況を把握し、そ

の状況に応じて再度、適切な社

会復帰指導を行うものとする。

5 事業主等に対する集団指導

集団指導の開催は、地方局に

おける労災保険収支改善対策

(労災指定団体)の会議の開催

時、労働保険年度更新説明会時、

その他地方局文は暑で実施する

諸会識を活用する等、機会ある

ごとに実施するものとする。

6 その他

)症状固定者の希望内容の把

短

症状固定者の社会復帰に当た

っての希望については、症状固

定者から社会復帰についての相

談があった都度、アンケートの

様式を用いて、その内容を把握

するものとする。

( 2 )選定基準外の被災労働者に

対す否措置

計画対象者の選定基準に該当

しない者から直接、社会復帰に

ついての相談があった場合に

は、その者を症状固定者に準じ

て扱うものとする。

(3) 関係機関との連機

地方被災労働者社会復帰促進

連絡会議等においては、地方要

綱に定める社会復帰対策の内容

を示し、効果的に社会復帰対策

が促進されるよう情報提換及び

協力の依頼を行うものとする。

( 4 )地方局間の遭甥

指導対象者に対する指導につ

いては、当該対象者が居住する

住居地を管轄する地方局におい

て行うものとする。

したがって、被災労働者が所

属していた事業場の所在地を管

轄する地方局(以下「所贈局」と

いう。)において、所輔局以外の

局(以下 関係局Jという。)管

内に居住する被災労働者が、ア

ンケートを実施する対象者に該

当する場合には、関係局に対し

当該対象者に係る休業(補償)給

付請求書の写、適正給付管理カ

ードの写等の関係資料を送付(

別紙一注:略)し、引き継ぐもの

とする。

なお、関係局においてアンケ

ートを実施した結果、当該対象

者が被災時の職場に復帰を希望

する場合には、再度、当該対象

者に係る関係資料を所鰭局へ転

送するものとする。

(5 )報告等

イ 地方局は、地方要綱の策定

後、すみやかにこれを本省に送

付するものとする。

ロ 地方局は、毎年4月末日まで

に、前年度の実績及び当該年度

の計画を報告するもの

とする。 回
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